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   第 ４ 回  熊本県議会  経済環境常任委員会会議記録 

 

平成27年10月１日(木曜日) 

            午前９時59分開議 

            午後０時０分休憩 

            午後１時１分開議 

            午後１時48分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第１号 平成27年度熊本県一般会計補

正予算（第３号） 

 議案第２号 平成27年度熊本県工業用水道

事業会計補正予算（第１号） 

 議案第３号 平成27年度熊本県有料駐車場

事業会計補正予算（第１号） 

 議案第７号 熊本県控除対象特定非営利活

動法人を定める条例の一部を改正する

条例の制定について 

 議案第50号 平成27年度熊本県一般会計補

正予算（第４号） 

 報告第16号 公益財団法人水俣・芦北地域

振興財団の経営状況を説明する書類の

提出について 

 報告第17号 公益財団法人熊本県環境整備

事業団の経営状況を説明する書類の提

出について 

 報告第18号 一般財団法人熊本テルサの経

営状況を説明する書類の提出について 

 報告第19号 公益財団法人熊本県雇用環境

整備協会の経営状況を説明する書類の

提出について 

 報告第20号 希望の里ホンダ株式会社の経

営状況を説明する書類の提出について 

 報告第21号 公益財団法人くまもと産業支

援財団の経営状況を説明する書類の提

出について 

 報告第22号 一般財団法人熊本県起業化支

援センターの経営状況を説明する書類

の提出について 

 報告第23号 株式会社テクノインキュべー

ションセンターの経営状況を説明する

書類の提出について 

 報告第24号 県有地信託の事務処理状況を

説明する書類の提出について 

 報告第25号 一般財団法人熊本県伝統工芸

館の経営状況を説明する書類の提出に

ついて 

 請第５号 「川内原発２号機の再稼働前に、

九州電力に対して住民説明会開催を申

し入れることを求める」請願 

 閉会中の継続審査事件（所管事務調査）に

ついて 

 報告事項 

  ①9月14日の阿蘇中岳の噴火に伴う風評

被害対策等について 

  ②「熊本県人口ビジョン（案）」及び「

熊本県まち・ひと・しごと創生総合戦

略（案）」について 

  ③水俣病対策の状況について 

  ④第五次熊本県環境基本計画の策定につ

いて 

  ⑤平成26年度水質調査結果について 

  ⑥平成26年度大気・有害化学物質・騒音

等環境調査結果について 

  ⑦平成27年度九州新幹線に係る騒音調査

結果について 

  ⑧第４次熊本県男女共同参画計画の策定

について 

  ⑨熊本県人権教育・啓発基本計画(第３

次改定)について 

  ⑩地方創生に向けた企業誘致の取組みに

ついて 

  ⑪くまもとの酒消費拡大推進事業につい

て 

  ⑫荒瀬ダム撤去について 

――――――――――――――― 

出席委員（８人） 

        委 員 長 田 代 国 広 
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        副委員長 氷 室 雄一郎 

        委  員 西 岡 勝 成 

        委  員 村 上 寅 美 

        委  員 鎌 田   聡 

        委  員 坂 田 孝 志 

        委  員 松 村 秀 逸 

        委  員 中 村 亮 彦 

欠席委員（なし） 

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 環境生活部 

 環境生活部 

          部長 田 代 裕 信 

       政策審議監 宮 尾 千加子 

        環境局長 坂 本 孝 広 

      県民生活局長 中 園 三千代 

      環境政策課長 家 入   淳 

      首席審議員兼 

     水俣病保健課長 田 中 義 人 

     水俣病審査課長 藤 本   聡 

    環境立県推進課長 佐 藤 美智子 

      環境保全課長 川 越 吉 廣 

      自然保護課長 川 上 信 久 

      首席審議員兼 

     廃棄物対策課長 岡 田   浩 

  くらしの安全推進課長 開 田 哲 生 

      消費生活課長 前 野   弘 

 男女参画・協働推進課長 大 谷 祐 次 

    人権同和政策課長 中 富 恭 男

 商工観光労働部 

          部長 髙 口 義 幸 

政策審議監兼商工政策課長 奥 薗 惣 幸 

      商工労働局長 伊 藤 英 典 

     新産業振興局長 渡 辺 純 一 

    観光交流経済局長 小 原 雅 晶 

    商工振興金融課長 原 山 明 博 

      労働雇用課長 松 岡 正 之 

    産業人材育成課長 石 貫 秀 一 

      産業支援課長 古 森 美津代 

   エネルギー政策課長 村 井 浩 一 

      企業立地課長 寺 野 愼 吾 

        観光課長 満 原 裕 治 

        国際課長 磯 田   淳 

くまもとブランド推進課長 成 尾 雅 貴 

 企業局 

          局長 五 嶋 道 也 

   次長兼総務経営課長 福 島   裕 

        工務課長 武 田 裕 之 

 労働委員会事務局 

          局長 白 濵 良 一 

      審査調整課長 平 井   貴 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 黒 岩 雅 樹 

     政務調査課主幹 福 島 哲 也 

     ――――――――――――――― 

  午前９時59分開議 

○田代国広委員長 おはようございます。た

だいまから、第４回経済環境常任委員会を開

会いたします。 

 まず、本日の委員会に８名の傍聴の申し出

がありましたので、これを認めることといた

します。 

 次に、今回付託された請第５号について、

提出者から趣旨説明の申し出があっておりま

すので、これを許可したいと思います。 

 請第５号についての説明者を入室させてく

ださい。 

  (請第５号の説明者入室) 

○田代国広委員長 説明者の方へ申し上げま

す。 

 各委員には、請願書の写しを配付しており

ますので、説明は簡潔にお願いします。 

 それでは、御説明をお願いします。 

  (請第５号の説明者の趣旨説明) 

○田代国広委員長 趣旨はよくわかりまし

た。後でよく審査しますので、本日はこれで

お引き取りください。 

  (請第５号の説明者退室) 
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○田代国広委員長 次に、本委員会に付託さ

れた議案等を議題とし、これについて審査を

行います。 

 まず、議案等について、執行部の説明を求

めた後に、一括して質疑を受けたいと思いま

す。 

 説明は、環境生活部、商工観光労働部、企

業局の順に受けたいと思います。 

 なお、執行部の説明は、着座のまま簡潔に

行ってください。 

 それでは、環境生活部長から総括説明を、

続いて担当課長から、資料に従い順次説明を

お願いします。 

 初めに、田代環境生活部長。 

 

○田代環境生活部長 本日御審議いただきま

す議案につきましては、通常分と追号分の２

つがございます。 

 まず、通常分として提出しております議案

の概要につきまして御説明申し上げます。 

 提出しております議案は、予算関係１議

案、条例等関係１議案、報告２件でございま

す。 

 まず、平成27年度熊本県一般会計補正予算

でございますけれども、1,600万円余の増額

補正をお願いしております。 

 その内容は、国立公園内施設の整備の追加

及び６月の大雨により被災しました自然公園

内施設の災害復旧に要する経費でございま

す。 

 次に、条例等議案でございます。 

 第７号議案の熊本県控除対象特定非営利活

動法人を定める条例の一部を改正する条例の

制定についてでございますが、これは、熊本

県税条例で定めます税額控除の対象となるＮ

ＰＯ法人を追加指定するものでございます。 

 次に、報告議案でございます。 

 報告第16号の公益財団法人水俣・芦北地域

振興財団の経営状況を説明する書類の提出及

び報告第17号の公益財団法人熊本県環境整備

事業団の経営状況を説明する書類の提出は、

地方自治法の規定に基づきまして、県出資団

体の経営状況を御報告するものでございま

す。 

 次に、追号分として別冊で提出しておりま

す議案の概要につきまして御説明申し上げま

す。 

 提出しております議案は、予算関係１議案

でございます。 

 平成27年度熊本県一般会計補正予算の追号

分としまして、900万円余の増額補正をお願

いしております。 

 その内容は、８月25日に本県を直撃しまし

た台風15号により被災しました自然公園内施

設の災害復旧に要する経費でございます。 

 これらによりまして、特別会計を含めた環

境生活部の予算総額は、通常分と追号分を合

わせまして275億7,000万円余となります。 

 以上が今回提出しております議案の概要で

ございます。 

 このほか、水俣病対策の状況についてなど

７件につきまして御報告させていただきま

す。 

 詳細につきましては、関係課長が御説明申

し上げますので、よろしく御審議のほどお願

いします。 

 

○田代国広委員長 引き続き、担当課長から

説明をお願いします。 

 

○家入環境政策課長 環境政策課でございま

す。 

 委員会説明資料の５ページをお願いいたし

ます。 

 報告第16号公益財団法人水俣・芦北地域振

興財団の経営状況を説明する書類の提出につ

いてでございます。 

 内容につきましては、別冊の附箋１がつい

ております水俣・芦北地域振興財団の経営状

況を説明する書類で説明させていただきま
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す。 

 それでは、１ページをお願いいたします。 

 当財団の沿革ですが、当財団は、左側の枠

囲いにあります３つの財団を平成12年に統合

し、平成24年４月１日から公益財団法人へと

移行し、現在に至っております。 

 右の枠内にありますように、チッソへの貸

付事業を除き、基本財産と特定財産の合計80

億円の運用益収入により、助成事業及び法人

運営を行っております。 

 ３ページをお願いいたします。 

 平成26年度決算における事業報告ですが、

枠内にありますように、４つの助成事業とチ

ッソへの貸付事業を行っております。 

 １の助成事業の１つ目は、(1)地域振興事

業として、計26件、2,488万円余の助成を行

っております。 

 ６ページをお願いいたします。 

 ２つ目は、(2)もやい直しセンター運営費

助成事業としまして、水俣市及び芦北町のも

やい直しセンターの運営費に計3,198万円余

を助成しております。 

 ７ページをお願いいたします。 

 ３つ目は、(3)環境技術研究開発事業とし

まして、計５件、2,135万円余の助成を行っ

ております。 

 ８ページをお願いいたします。 

 ４つ目ですが、(4)市町福祉対策特別助成

事業としまして、水俣市及び津奈木町に計

2,249万円の助成を行っております。 

 以上が助成事業でございます。 

 次に、10ページをお願いいたします。 

 ２の貸付事業ですが、まず、(1)チッソ株

式会社に対する一時金貸付(平成22年度)に係

る事業として、特措法に基づき、チッソに対

し、被害者への一時金支払い資金の貸し付け

を行っております。 

 平成26年度は、括弧の一時金貸し付けに記

載しておりますとおり、計１億5,750万円を

貸し付けております。 

 また、その下の括弧の据置期間及び償還期

間の変更に記載しておりますとおり、チッソ

から国、それから国から県への要請を踏まえ

まして、一時金貸付金の据置期間及び償還期

間を４年延長しております。 

 この理由としましては、チッソの企業債務

と一時金貸し付けの償還額の合計が、平成27

年度から４年間著しく増大することが見込ま

れたことによるものでございます。 

 また、その下の括弧ですが、熊本県からの

出資金に係る不用額返還に記載しております

とおり、特措法の一時金支払い対象者の確定

に伴いまして、不用額等70億1,496万円余を

県に返還しております。 

 11ページに、参考としまして、一時金貸し

付け状況一覧表を掲載しておりますが、表の

一番下にありますとおり、これまでの累計で

755億2,830万円をチッソに貸し付けておりま

す。 

 12ページをお願いいたします。 

 貸付事業としまして、このほか、(2)の平

成７年度の政治解決の際の一時金支払い資金

貸付金の債権管理や(3)のチッソの設備投資

資金の貸付金の債権債務管理を行っておりま

す。 

 以上が貸付事業でございます。 

 続きまして、14ページをお願いいたしま

す。 

 決算報告ですが、平成26年度の財団の正味

財産は、左から２列目の当年度欄とございま

すが、その一番下にあります958億3,610万円

余となっております。 

 右のほうに増減欄とございますが、昨年度

から58億4,180万円余の減となっております

が、これは主に先ほど御説明いたしました特

措法の一時金支払い対象者確定に伴います不

用額の県への返還によるものでございます。 

 財務状況については、以上でございます。 

 次に、21ページをお願いいたします。 

 本年度の事業計画を掲げております。本年
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度も、昨年度に引き続き、４つの助成事業と

チッソへの貸付事業を行っておるところでご

ざいます。 

 22ページをお願いいたします。 

 本年度の予算ですが、これも昨年度と同

様、運用益収入である受取利息、チッソへの

貸付金利息等を計上しております。 

 以上が財団の経営状況の御報告でございま

す。 

 今後も、適切な法人運営が行われますよう

努めてまいりますので、よろしく御審議のほ

どお願いいたします。 

 

○川上自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 通常分資料の２ページをお願いいたしま

す。 

 １段目の観光費についてでございますが、

1,023万円余の増額補正をお願いしておりま

す。 

 説明欄に記載しておりますとおり、本事業

は、東京オリンピック開催に当たり、本年度

から６年間にわたり、国立公園内施設の老朽

化対策や国際化対応等を行うための国の交付

金を活用し、県有及び市町村有の施設を整備

するものでございます。 

 当初予算で阿蘇大観峰園地など６つの園地

で整備を計画しておりますが、新たに老朽化

が著しく緊急に対応が必要な雲仙天草国立公

園千巌山園地ほか１園地で、転落防止柵の改

修を行うものでございます。 

 次に、２段目の観光施設災害復旧費につい

てでございますが、598万円余の補正をお願

いいたしております。 

 説明欄に記載しておりますとおり、６月の

豪雨により被災しました県有の自然公園施

設、矢部郷国民休養地内の遊歩道を復旧する

ものでございます。 

 次に、補正予算追号分の資料の２ページを

お願いいたします。 

 観光施設災害復旧費についてでございます

が、984万円余の補正をお願いいたしており

ます。 

 説明欄に記載しておりますとおり、15号台

風により被災いたしました県有の自然公園施

設、菊池渓谷内の休憩所ほか２カ所を復旧す

るものでございます。 

 以上、自然保護課補正予算追号分も合わせ

まして、2,606万円をお願いいたしておりま

す。審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○岡田廃棄物対策課長 廃棄物対策課でござ

います。 

 委員会説明資料の６ページをお願いいたし

ます。 

 報告第17号公益財団法人熊本県環境整備事

業団の経営状況を説明する書類の提出につい

てでございます。 

 説明につきましては、別冊資料の経営状況

を説明する書類で御説明をいたします。 

 資料の２ページをごらんください。 

 まず、平成26年度の事業概要報告でござい

ます。 

 Ⅰの法人の概況をごらんください。 

 当財団は、平成19年12月、産業廃棄物の適

正な処理及びその他廃棄物に関する各種事業

を行うことにより、本県のすぐれた自然環境

の保全及び県民の生活環境の保全並びに産業

の健全な発展に寄与することを目的に設立さ

れました。 

 主な事業といたしましては、産業廃棄物の

処理に関する事業となりますが、現在は、公

共関与による産業廃棄物管理型最終処分場、

南関町に建設中のエコアくまもとでございま

すが、これの整備に向けて取り組んでおりま

す。 

 基本財産としては、県が200万円を出資

し、出資割合は33.3％となっております。そ

の他、県内市町村、排出事業団体等からの出

資を合わせまして600万円となっておりま
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す。 

 次に、３ページのⅡの事業の状況でござい

ます。 

 １の事業の実施状況でございますが、平成

25年７月に工事に着手後、敷地内の造成工事

や覆蓋施設の工事を完了し、管理棟、水処理

施設等の工事を実施いたしました。 

 また、供用開始後の最終処分場の情報管理

システム設計のほか、産業廃棄物事業者を初

めとした関係団体等の御意見を伺いながら、

受け入れ基準や処分単価の設定など、安定し

た事業運営体制づくりに向けて取り組みをい

たしております。 

 さらに、県北の環境教育の拠点に向けまし

て、熊本県県北広域本部との共催により「市

民力は環境力」シンポジウムを開催いたしま

した。 

 続きまして、６ページをごらんください。 

 決算報告でございます。 

 貸借対照総括表に基づいて、資産等の状況

につきまして御説明いたします。合計のみ御

説明をいたします。 

 まず、Ⅰの資産の部の最後の資産合計欄を

ごらんください。 

 資産合計は、76億6,968万円余となってお

ります。 

 同じく、Ⅱの負債の部につきましては、負

債総額51億3,838万円余となっております。 

 最後に、Ⅲの正味財産の部は、正味財産合

計が基本財産を含め25億3,130万円余でござ

います。 

 次に、14ページをごらんください。 

 平成27年度の事業計画でございます。 

 本年度の事業といたしましては、最終処分

場に係ります事業として、建設工事も滞りな

く進捗し、間もなく完成の見込みでございま

す。この後、施設の検査や産業廃棄物処理業

の許可を得まして、年内の供用開始を見込ん

でおります。 

 また、処分場事業運営に関する事業では、

運営に向けた取り組みといたしまして、廃棄

物の受け入れ基準や処分単価の決定、各種マ

ニュアルづくりなどを行っております。 

 また、受け入れ基準や処分単価につきまし

ては、関係団体等から意見聴取を終えまし

て、今月中に決定するというふうに聞いてお

ります。 

 最後に、16ページをごらんください。 

 平成27年度の収支予算書でございます。 

 まず、(1)の経常収益の合計欄をごらんく

ださい。 

 経常収益につきましては、事業収入及び預

金の受取利息といたしまして1,595万円余で

ございます。 

 次に、(2)の経常費用の合計欄をごらんく

ださい。 

 経常費用は、職員の給与手当、租税公課及

び委託費等に係る費用で２億9,023万円余と

なっております。 

 最後に、17ページの最下段の正味財産期末

残高は32億1,889万円余となっております。 

 説明は以上でございます。よろしくお願い

いたします。 

 

○大谷男女参画・協働推進課長 男女参画・

協働推進課でございます。 

 資料の３ページをお願いいたします。 

 熊本県控除対象特定非営利活動法人を定め

る条例の一部改正をお願いしております。 

 説明については、４ページの概要により説

明させていただきますので、よろしくお願い

いたします。 

 本条例は、平成26年６月議会で制定いただ

きました熊本県控除対象特定非営利法人の指

定の基準手続等に関する条例に基づいて、Ｎ

ＰＯ法人環境ネットワークくまもとから指定

申請の申し出がありましたので、同条例に基

づいて審査しましたところ、本県独自の３つ

の要件と運営に関する７つの一般的な要件に

該当し、指定基準を満たしていると認められ



第４回 熊本県議会 経済環境常任委員会会議記録（平成27年10月１日) 

 - 7 - 

ますので、当該法人を控除対象特定非営利活

動法人とする条例を制定させていただこうと

するものです。 

 なお、控除対象特定非営利法人に対する寄

附金については、個人県民税の税額控除の対

照となります。 

 また、ＮＰＯ法人環境ネットワークくまも

とは、県民に対して環境保全意識の啓発を図

りますとともに、県内外の環境保全団体と広

くネットワークを結びながらさまざまな事業

を行い、持続可能な地域社会づくりに取り組

んでいる団体でございます。 

 御審議方よろしくお願いいたします。 

 

○田代国広委員長 次に、商工観光労働部長

から総括説明を、続いて、担当課長から、資

料に従い順次説明をお願いします。 

 初めに、髙口商工観光労働部長。 

 

○髙口商工観光労働部長 商工観光労働部関

係の提出議案の説明に先立ちまして、県内の

雇用・景気情勢及び当部の取り組みの方向性

につきまして御説明いたします。 

 内閣府が９月25日に発表しました月例経済

報告では、個人消費は総じて見れば底がたい

動きとなっているとされております。全国的

な景気は、このところ一部に鈍い動きは見ら

れるが、穏やかな回復基調が続いているとさ

れております。 

 また、景気の先行きにつきましては、雇

用・所得環境の改善傾向が続く中、各種施策

の効果もありまして、穏やかに回復していく

ことが期待されるものの、海外景気の下振れ

によるリスクや金融資本市場の変動に留意す

る必要があるとされております。 

 一方、日本銀行熊本支店が９月１日に発表

しました金融経済概観では、県内の景気は、

基調的には穏やかな回復を続けているとされ

ております。個人消費につきましては、一部

に弱目の動きが見られるものの、基調的には

底がたく推移しております。 

 製造業の生産につきましては、自動車やス

マートフォン向けの半導体を中心にフル生産

を続けており、全体として着実な回復を続け

ております。 

 雇用情勢につきましては、有効求人倍率

が、昨年８月以降、12カ月連続で１倍を超え

るなど、労働需給面は高い水準で推移してお

ります。 

 このように、県内の景気が改善傾向にある

中で、商工観光労働部といたしましては、引

き続き、県内中小・小規模事業者への支援を

図るとともに、労働者に対するセーフティー

ネットの充実に努めてまいります。 

 また、国、地方挙げて進めてまいります地

方創生に向けた動きを踏まえながら、成長分

野に重点を置いた施策を積極的に推進し、さ

らなる県内景気の浮揚のためしっかりと取り

組んでまいります。 

 それでは、提出議案の概要について御説明

いたします。 

 今回提出しております議案は、予算関係１

議案、報告８議案でございます。 

 お手元の経済環境常任委員会説明資料の７

ページをお願いいたします。 

 ９月補正予算でございますが、一般会計で

１億9,759万円余の増額補正をお願いしてお

ります。 

 その内訳は、地方創生に係る国の交付金等

を活用して計上した若者の人材流出対策、中

小企業支援、外国人観光客へのおもてなし向

上など、７事業でございます。 

 報告議案につきましては、県が出資する法

人等の経営状況等を説明する書類の提出につ

いて、８件でございます。 

 そのほか、共通事項である阿蘇中岳の噴火

に伴う風評被害対策や熊本県人口ビジョン及

びまち・ひと・しごと創生総合戦略を含め、

４件について御報告させていただきます。 

 なお、詳細につきましては、担当課長から
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説明いたしますので、よろしく御審議のほど

お願いいたします。 

 

○田代国広委員長 引き続き、担当課長から

説明をお願いします。 

 

○奥薗商工政策課長 商工政策課でございま

す。 

 委員会説明資料８ページをお願いいたしま

す。 

 新規学卒者の県内就職率アップ推進事業と

して2,071万円を計上しております。 

 財源は、全額国の地方創生先行型上乗せ交

付金でございます。新規学卒者の県外流出を

防ぐため、就職動向調査や県内就職のメリッ

トの見える化などを進めてまいりたいと思っ

ております。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○原山商工振興金融課長 同じく、資料の９

ページをお願いいたします。 

 国の地方創生交付金を活用した新規事業、

小規模企業サポート力強化事業でございま

す。1,133万円余の増額補正をお願いしてお

ります。 

 これは、複雑・多様化する小規模企業の経

営課題に対応するため、商工団体のサポート

力の強化を図る事業でございまして、小規模

企業から商工団体に寄せられます専門的な経

営課題について、経営指導員が中小企業診断

士等の専門家などと一緒に課題を解決してい

く研修の場を設定するもので、いわゆるＯＪ

Ｔにより経営指導員のスキルアップを図る事

業でございます。 

 商工振興金融課は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○松岡労働雇用課長 労働雇用課でございま

す。 

 同じく、資料の10ページをお願いいたしま

す。 

 労政総務費として527万円余の増額補正を

お願いしております。国の地方創生交付金を

活用した新規事業として、若者の九州ふるさ

と就職促進事業を実施するものでございま

す。 

 これは、九州地方知事会と経済界が連携し

て取り組む事業で、首都圏の大学３年生、４

年生、それと転職希望者等を対象に、九州、

山口各県合同で、企業の合同説明会や就職面

接会の就職マッチングイベントを東京で開催

する事業でございます。 

 続きまして、委員会説明資料の14ページ、

別冊となりますが、別冊インデックス３番を

お願いしたいと思います。 

 一般財団法人熊本テルサの経営状況につい

て御説明いたします。 

 別冊インデックス３番をお願いしたいと思

います。 

 １ページの財団の概要をお願いいたしま

す。 

 当財団は、平成８年に、勤労者の福祉の向

上に寄与することを目的に設立しておりま

す。基本財産は１億円で、県は７割の出資を

行っております。 

 ２ページ、平成26年度の事業状況報告書を

お願いいたします。 

 １の(1)情報提供事業を初め、教育研修事

業、健康増進事業のほか、(5)の熊本テルサ

運営事業として、宿泊、レストラン、婚礼、

宴集会等を実施しております。 

 ３ページの表に施設の利用状況を示してお

ります。 

 昨年度は、全体で約42万人の方々に御利用

をいただいております。 

 次に、収支決算書です。 

 ４ページは、済みません、省略させていた

だきまして、５ページの正味財産増減計算書

をお願いいたします。 
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 経常収益から費用を差し引いた当期の正味

財産増減額、下から４行目になりますが、93

9万円余の赤字となっておりますが、前年度

の3,000万円余から2,100万円余り赤字幅が縮

小しております。 

 続きまして、６ページの貸借対照表でござ

います。 

 １、資産の部合計で４億5,600万円余、負

債の部で5,300万円余、正味財産につきまし

ては、下から２行目になりますが、４億300

万円余となっております。 

 ７ページにつきましては、財産目録、その

内訳となりますので、説明を省略させていた

だきます。 

 尐し飛びまして、10ページをお願いいたし

ます。 

 平成27年度の事業計画書でございます。 

 今年度も、昨年度と同様に、職業情報等の

提供や教育・研修施設としての会議場の提

供、あるいは熊本テルサの運営事業などを行

う予定でございます。 

 12ページ、平成27年度の収支予算書をお願

いします。 

 本年度の予算欄ですが、当期の収入合計を

８億2,300万円余、当期支出は、合計で８億

3,500万円余、その収支差額を1,200万円のマ

イナスと見込んでおりますが、繰越金にて対

応することとしております。 

 当財団は、中期経営改善計画を策定してお

りまして、平成28年度までに単年度収支を黒

字化できるように経営改善に取り組んでいる

ところでございますので、あわせて御報告さ

せていただきます。 

 テルサの経営状況は以上でございます。 

 続きまして、同じくインデックス番号の４

番、公益財団法人雇用環境整備協会の経営状

況について御説明をいたします。 

 １ページをお願いいたします。 

 同協会は、平成３年に、地域の発展を担う

べき人材の確保、育成、定住促進に寄与する

ことを目的に設立されたもので、基本財産の

全額、運用財産28億円のうち20億円を県が出

資しております。 

 ２ページをお願いいたします。２ページか

ら５ページまでが昨年度の事業の状況です。 

 協会では、１の若年者向け支援を大きな柱

に、高校生、大学生等を対象として、(1)の

キャリア形成支援事業のアから、次ページに

なりますが、キまで、各種セミナーや企業見

学、あるいはインターンシップ支援などを行

っております。 

 ３ページの(3)にジョブカフェサポート事

業としておりますが、ジョブカフェの管理運

営を行うほか、４ページの(5)将来の『夢＝

仕事』発見事業、それと、(6)高卒未就職者

フォロー事業、こちらのほうは、県のほうか

らの委託事業として、高校生の職業体験学習

や卒業までに就職できなかった高校生に対す

る個別支援業務を行っております。 

 ５ページをお願いします。 

 Ｕターン費用の助成、あるいは県内中小企

業の社員向けセミナーなども行っておりま

す。 

 ６ページが、決算書、正味財産増減計算書

でございます。 

 まず、経常増減の部についてですが、(1)

経常収益と(2)経常費用の差し引きで1,190万

円余の黒字、経常外増減の部でも2,970万円

余の黒字となっております。この結果、正味

財産期末残高は32億6,660万円余となってお

ります。 

 ７ページ、貸借対照表をお願いいたしま

す。 

 １、資産の部が、合計で32億6,930万円

余、負債の部が、流動負債のみで270万円

余、３、正味財産、下から２行目になります

が、32億6,660万円余となっております。 

 ８、９、10ページは、その内訳となります

ので、説明を省略いたします。 

 11ページをお願いいたします。 
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○坂田孝志委員 もうちょっと太か声で言わ

んかい。マイクばこっちゃん向くるとか。古

森さんのごつ太か声で言え。数字のときは、

特に、言うて探さんばんとたい。初めて見る

とだけん。探しよっと次はってくどが。 

 

○松岡労働雇用課長 済みません。平成27年

度の事業計画書につきましては、昨年度に引

き続き、若者の県内就職の促進に向けて、

(1)のキャリア形成支援を初め、(2)就職支援

事業、(3)ジョブカフェサポート事業など、1

3ページまでの関係事業を取り組むこととし

ております。 

 次に、14ページ、収支予算書をお願いいた

します。 

 １、事業活動収入と２、事業活動支出の差

額が、当期の収支差額としてマイナス670万

円余となっておりますが、繰越金にて対応す

ることとしております。 

 以上が雇用環境整備協会の経営状況の説明

とさせていただきます。 

 続きまして、インデックス番号５番をお願

いいたします。 

 希望の里ホンダの経営状況について御説明

をいたします。 

 １ページの概要ですが、昭和60年に、宇城

市旧松橋町に重度障害者の雇用の場を拡大す

る目的で、本田技研工業、熊本県、宇城市の

３者が出資して設立した第３セクターで、資

本金5,000万のうち、県が44％、本田技研工

業が51％出資いたしております。 

 ２ページをお願いします。 

 下段になりますが、③の表、財産及び損益

の状況をごらんいただきたいと思います。 

 直近４期の損益等を記載しております。 

 昨年度は、売上高が57億6,100万円余と前

年度より減尐しておりますが、組み立て効率

を向上させた結果、2,038万円の経常利益を

確保しております。 

 ３ページをお願いいたします。 

 会社の概況として、下のほうの④の表にな

りますが、従業員の状況を記載しておりま

す。 

 従業員、３月末時点で53名おりますが、う

ち障害者は括弧書きの数字になりますが、26

名を雇用しております。障害者は、この４月

から、精神障害者１名のトライアル雇用を含

め、２名の障害者を新たに採用しておりまし

て、現在28名となっております。 

 ４ページの損益計算書をお願いします。 

 上から５段目となりますが、営業利益が

447万円余となっており、営業外収益を加え

まして、経常利益が2,038万円の黒字となっ

ております。 

 続きまして、５ページ、貸借対照表でござ

います。 

 資産の部が、合計で８億7,300万円余、負

債の部が、合計で６億9,200万円余で、純資

産の部が、計１億8,100万円余となっており

ます。 

 ７ページをお願いいたします。 

 27年度の事業計画と収支計画でございま

す。 

 二輪の部品生産が増加を見込んでおるた

め、全体としましては７％の増加を見込んで

おります。 

 ８ページをお願いします。 

 経常利益につきましては、⑤となります

が、昨年度に比べまして560万円余の減額を

見込んでおります。 

 以上が希望の里ホンダの説明でございま

す。御審議のほどよろしくお願いいたしま

す。 

 

○古森産業支援課長 産業支援課です。 

 委員会説明資料のほうに戻っていただきま

して、11ページをお願いします。 

 上段の工鉱業振興費で2,700万円余の補正

をお願いしております。 
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 これは、右の説明欄の新規事業、プロフェ

ッショナル人材戦略拠点運営事業です。 

 本事業は、国からの委託を受け、プロフェ

ッショナル人材戦略拠点を設置し、その運営

等に要する経費です。拠点には人材戦略マネ

ージャーを配置し、県内の中小企業の経営者

に攻めの経営の意識改革を促し、企業の成長

戦略の実現を促す人材の獲得をサポートする

ためのものです。 

 下段の新事業創出促進費で2,200万円余の

補正をお願いしております。 

 これは、国の地方創生交付金を活用した新

規事業で、ワサモンのまちづくり推進事業で

す。 

 本事業は、県内の若者を対象に、起業教育

から実際の起業までの一貫した支援を実施し

て、若者の県内での起業と定住を促進するも

のです。 

 以上、最下段にありますように、合計

5,000万円余の補正をお願いしております。 

 続いて、３団体の経営状況を報告いたしま

す。 

 別冊の資料のほうをお願いします。インデ

ックス番号の６番をお願いします。 

 公益財団法人くまもと産業支援財団です。 

 １ページをお願いします。 

 当財団は、平成13年に、熊本県中小企業振

興公社、熊本テクノポリス財団、熊本テクノ

ポリス技術開発基金、この３つが統合し設立

された公益法人です。平成25年４月に、公益

財団法人へ移行する際に、名称をくまもと産

業支援財団に変更しました。 

 ２ページをお願いします。 

 当財団の基本財産は６億8,300万円余で、

うち県が３億1,000万円出捐しています。出

資割合は45.3％です。 

 組織は、１部３センター体制です。県内中

小企業への産業支援を幅広く行っておりま

す。主に企業間のビジネスマッチングを行う

中小企業支援センターと高度技術の推進を図

る産学連携推進センターを中核としていま

す。 

 ３ページをお願いします。 

 役員構成と職員の状況です。理事長は、商

工観光労働部長が務めております。現在の職

員数は、最下段にありますように62名で、さ

まざまな立場の職員が所属しており、県から

も８名を派遣しています。 

 ６ページをお願いします。 

 事業及び会計体系図です。 

 当財団は、３つの公益目的事業の中で、経

営相談・指導、起業化支援、新事業展開支

援、ビジネスマッチング推進など、13の事業

群で事業を実施しております。収益事業で

は、施設貸与等の事業を実施しております。

年間予算は７億5,700万円余です。 

 ７ページから、個別の事業概要です。 

 ８ページをお願いします。 

 昨年６月から、新たに③、中小企業・小規

模事業者ワンストップ総合支援事業として、

よろず支援拠点を開設しました。中小企業、

小規模事業者に対する総合的な相談支援を行

っており、既に個別事業者が売り上げを伸ば

すなどの成果を上げております。 

 10ページをお願いします。 

 (4)①ビジネスマッチング推進事業とし

て、専任スタッフ等を配置し、企業訪問を通

じた県内企業と県外企業の取引マッチングを

実施いたしました。また、商談会開催や展示

会出展を通して、県内企業が県外企業へ提案

する機会を提供いたしました。 

 22ページをお願いします。 

 貸借対照表です。 

 一番下の欄の資産合計は102億2,100万円余

で、前年度より１億4,100万円余の減です。

主な要因として、特定基金積立資産を取り崩

したことなどによるものです。 

 26ページをお願いします。 

 正味財産増減計算書です。 

 中段の経常収益計は６億6,600万円余で、
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前年度より3,300万円余の増加です。これは

国からの受取補助金の増加等によるもので

す。 

 27ページ中段の経常費用計は７億5,700万

円余で、前年度より4,700万円余の増加で

す。これは、国からよろず支援拠点等の新規

事業を受託したことによるものです。 

 これらの結果、一番下段の正味財産期末残

高は73億8,600万円余で、9,700万円余の減尐

となっております。 

 当財団では、事務費、管理費などの経費を

削減する一方、国等からの委託事業をできる

だけ受託し、事業収入をふやす努力をしてお

ります。 

 38ページをお願いします。 

 平成27年度の事業及び会計体系図です。 

 事業内容については、ほぼ昨年度を踏襲し

ております。個別の事業については、39ペー

ジ以降に記載しています。 

 本年度から、小規模事業者に対するきめ細

かな支援を行うために、新たに39ページの③

小規模事業者等支援事業及び42ページに飛び

ますが、④の小規模事業者ものづくり人材育

成事業を実施しています。 

 産業支援財団は以上です。 

 続きまして、インデックス番号７番の一般

財団法人熊本県起業化支援センターです。 

 １ページをお願いします。 

 当センターは、５の業務概要の(1)に記載

のとおり、創業初期や新分野進出期の企業に

対する株式引き受け等による資金提供を行う

機関として、平成８年に、県と地元銀行の出

資により設立しました。 

 基本財産は10億200万円で、うち５億円を

県から出資しています。それと、投資原資と

して７億7,000万円、うち県が５億円を出資

しています。 

 ４ページをお願いします。 

 (2)の事業別概要の①投資事業です。 

 一番下の表のとおり、平成26年度は、４社

に対して7,000万円の投資を行っています。

なお、平成27年度の投資案件として、平成26

年度中に２件を決定しています。 

 次の５ページの一番上のとおり、平成26年

度末までの投資実績の累計は、85件、７億

5,200万円余です。 

 次に、イの保有株式等の処分です。 

 所有している株式は、引き受け期間の10年

が経過しますと、原則企業等に売却します。

平成26年度は、３件、1,180万円を売却して

います。また、投資先企業の倒産や、今後お

おむね５年以内の業績回復が困難と判断した

２件、計1,000万円の減損処理を行っていま

す。 

 次に、投資事業以外に、②起業化シーズの

発掘及び事業化の支援に関する事業等を行っ

ています。主にくまもとベンチャーマーケッ

トを年３回開催しています。 

 ７ページをお願いします。 

 貸借対照表です。 

 中段にあります資産合計は、17億4,000万

円余です。 

 次に、８ページをお願いします。 

 正味財産増減計算書です。 

 経常収益計は2,000万円余で、前年度より

200万円余の減です。これは、国債の運用益

の減によるものです。 

 一番下段の正味財産期末残高は、先ほど説

明しましたように、1,000万円の減損処理を

行った結果、600万円余の減となっておりま

す。 

 平成27年度事業計画では、引き続き、投資

活動によります起業化支援に努めてまいりま

す。詳細は、12ページ以降に記載しています

が、省略させていただきます。 

 続きまして、インデックス番号８番、株式

会社テクノインキュベーションセンターで

す。 

 １ページをお願いします。 

 当センターは、平成12年に設立し、益城町
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のテクノリサーチパーク内で貸し工場の運営

管理を行っている第３セクターです。施設

は、４棟11室で、資本金は10億7,000万円、

熊本県と中小企業基盤整備機構が50％ずつ出

資しています。 

 ５ページをお願いします。 

 損益計算書です。 

 現在、11室全て満室です。その不動産収入

が、平成26年度売上高として4,447万円余で

す。経常利益が1,127万円余、当期純利益が

707万円余です。 

 ７ページをお願いします。 

 貸借対照表です。 

 資産の合計は、11億300万円余で、借り受

け等はありません。 

 12ページをお願いします。 

 平成27年度の事業収支計画書です。 

 経常利益として971万円余、当期純利益と

して515万円余の黒字を見込んでおります。 

 産業支援課は以上です。御審議のほどよろ

しくお願いします。 

 

○寺野企業立地課長 企業立地課でございま

す。 

 説明資料12ページをお願いします。 

 国の交付金を活用しました新規事業、高度

技術者等橋渡し事業でございます。 

 この事業は、誘致企業などを退職されるノ

ウハウ、スキルを持った人材と、そのような

人材を希望される地場企業、それぞれのニー

ズを調査しまして、人材の橋渡しを行うもの

で、1,000万円を要求させていただいており

ます。 

 続きまして、別冊資料、法人等の経営状況

等を説明する書類、インデックス９番の県有

地信託の事務処理状況を説明する書類につい

て御説明します。 

 １ページをお願いします。 

 信託財産は、１の信託の概要に記載のとお

り、熊本市中央区花畑町12番26の県有地約

747平方メートルに、県と三井住友信託銀行

との間で、昭和61年10月に、県有地信託契約

を締結しておりまして、現在の土地の所有者

は三井住友信託銀行となっております。 

 内容は、信託業務を引き受けた銀行が、当

該地にオフィスビルを建設し、平成30年10月

まで賃貸業を営み、賃貸収入などから諸経費

及び信託報酬等の管理運営費を差し引き、利

益が出た場合は、信託配当金として県に納付

するものでございます。ビルは、５階から７

階が信託財産で、１階から４階までは県の区

分所有でございます。 

 事業実績につきましては、１ページの中ほ

ど２、第29期事業実績報告に記載しておりま

す。 

 下段の(2)の損益計算書をごらんくださ

い。 

 収入は、右側の欄に記載のとおり、賃貸収

入4,355万円余とその他の合計で5,082万円余

でございます。支出は、左側租税公課等、計

1,175万円余で、信託利益金が3,907万円余で

ございます。 

 ２ページをお願いします。 

 (3)は、第29期信託利益金処分計算書でご

ざいます。 

 先ほどの3,907万円余の信託利益金は、信

託契約に基づき処分を行うため、借り入れ等

元本返済金相当額など、記載の項目としまし

て、合計3,507万円余を元本に組み入れ、400

万円が県への配当となっております。 

 (4)は、信託建物の改修工事の報告です。 

 当建物は、建築後26年が経過しておりまし

て、オフィスビルとしての機能保全のため、

非常放送設備更新など５つの改修工事を施工

しております。 

 (5)は、第29期貸借対照表でありますが、

現金が6,812万円余、借入金残高は3,459万円

余となり、前期より1,464万円余減尐してお

ります。 

 ３ページが、第30期の事業計画でございま
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す。 

 収支計画につきましては、収入は、右側で

ございますけれども、4,355万円余の賃貸収

入で、前期に引き続き安定した収入が見込ま

れております。支出は、主に借入金元本返済

金及びその他の管理費に充てるよう予定して

おりまして、収入、支出とも前期とほぼ同額

を予定しております。 

 賃貸収入の確保によりまして、安定した運

営が維持できており、信託配当金も前期と同

額の400万円が確保できる見込みでございま

す。 

 企業立地課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願い申し上げます。 

 

○満原観光課長 観光課でございます。 

 予算説明資料の13ページをお願いいたしま

す。 

 観光費としまして、１億円の補正予算をお

願いいたしております。 

 これは、国の地方創生交付金を活用しまし

た外国人観光客に対するおもてなし向上プロ

ジェクト事業でございます。 

 この事業は、産官学金が一体となった外国

人観光客に対するおもてなし力の向上を推進

する取り組みでございますが、宿泊施設や観

光施設だけでなく、今後外国人観光客の利用

拡大が期待されます商業施設や物販、飲食、

交通事業者等におけるおもてなし力の向上を

初めとした受け入れ環境整備を行うものでご

ざいます。 

 観光課は以上でございます。よろしく御審

議お願いいたします。 

 

○成尾くまもとブランド推進課長 くまもと

ブランド推進課でございます。 

 説明資料21ページです。 

 報告の第25号一般財団法人熊本県伝統工芸

館の経営状況を説明する資料についてでござ

いますが、内容につきましては、先ほどの別

冊インデックスの10番の資料により御説明を

させていただきます。 

 まず、１ページをお願いいたします。 

 一般財団法人熊本県伝統工芸館の概要でご

ざいます。 

 当法人は、昭和57年８月に開館いたしまし

た熊本県伝統工芸館の管理運営財団といたし

まして、同年６月に設立をしております。そ

の後、公益法人制度改革によりまして、平成

22年に一般財団法人へと移行いたしました。 

 ７番目のところでございますが、指定管理

者制度が平成18年度から導入されたことに伴

い、継続して、その後、同施設の指定管理者

として、現在２期目に入っております。 

 ２ページからは、昨年度の事業実施状況に

なります。 

 ２ページ下段(2)の施設の利用者数でござ

いますが、一番下の行の一番右になります

が、14万7,000人余という数字がございます

が、この数字が平成26年度の延べ利用者数で

ございます。 

 次に、５ページから14ページまでになりま

すが、各種事業の実施状況でございます。 

 伝統的工芸品の振興に資するためのさまざ

まな事業を実施しておりますが、中心的な事

業でありますものを２つほど御報告いたしま

す。 

 ５ページをお願いいたします。 

 下の表でございますが、１番目でございま

すけれども、山鹿灯籠が平成25年12月に国の

指定を受けたことを記念いたしまして、６月

中旪まで、伝統の技と心「山鹿灯籠」展を開

催したところでございます。 

 次に、ページをおめくりいただきまして、

６ページでございますが、表の３番目になり

ますが、平成25年度からスタートいたしまし

た事業ですが、都道府県といたしまして、実

は、伝統工芸館というのは、本県と石川県２

つしかございません。その石川県の県立伝統

産業工芸館との交流事業といたしまして、石
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川の現代クラフト展「いしかわ なう！」を

開催し、県外のすぐれた工芸品等を楽しむ機

会を提供したところでございます。 

 次に、15ページをお願いいたします。 

 15ページから20ページまでは平成26年度の

決算に関する内容を記載しておりますが、こ

の15ページの中ほど、線で囲んである部分で

ございますが、この右側から２番目の１億

450万円余という数字が事業活動収入決算額

でございます。 

 尐し上のほうに参りますと、県の受託金収

入ということで7,500万円余という数字がご

ざいますが、この金額が指定管理料というふ

うになります。 

 次に、21ページから28ページまででござい

ますが、平成27年度の事業計画でございま

す。 

 22ページをお願いいたします。 

 主な展示会を２つほど御案内いたします。 

 表の１番目ですが、日本伝統漆芸展を平成

25年度から隔年で開催しているところでござ

います。 

 次の２番目でございますけれども、九州・

沖縄の民藝展は、熊本国際民藝館の50周年を

記念いたしまして開催したところでございま

す。 

 このほかにも、さまざまな事業を展開し、

本県の伝統的工芸品・産業全般につきまし

て、その振興と活性化を図るように努めてい

ただくこととしております。 

 次に、29ページをお願いいたします。 

 平成27年度の収支予算書につきまして御説

明いたします。 

 表の中ほどでございますが、太い枠線で囲

んだところでございますが、やはり右から２

番目のところに１億440万円余というふうな

金額がございますが、これが本年度の事業活

動収入予算額でございます。 

 同じページの一番下から２番目のところの

１億500万円余というのが、支出予算額にな

っております。昨年に引き続き県の管理委託

料は7,500万円余となっているところでござ

います。 

 以上をもちまして、一般財団法人熊本県伝

統工芸館の経営状況の説明を終わらせていた

だきます。御審議よろしくお願いいたしま

す。 

 

○田代国広委員長 次に、企業局長から総括

説明を、続いて担当課長から、資料に従い順

次説明をお願いします。 

 

○五嶋企業局長 企業局でございます。 

 今回御提案申し上げております議案は、平

成27年度熊本県工業用水道事業会計補正予算

及び平成27年度熊本県有料駐車場事業会計補

正予算の２件でございます。 

 工業用水道事業では債務負担行為の設定

を、それと有料駐車場事業では建設改良費の

増額補正をお願いしております。 

 このほか、その他報告事項としまして、荒

瀬ダム本体等撤去工事の進捗状況について御

報告させていただきます。 

 詳細につきましては、次長から説明いたし

ますので、御審議のほどよろしくお願い申し

上げます。 

 

○福島企業局次長 ９月補正予算の内容につ

いて御説明申し上げます。 

 説明資料の22ページをお願いいたします。 

 平成27年度９月補正予算総括表をごらんく

ださい。 

 後ほど御説明しますが、有料駐車場事業会

計の資本的収支の支出について増額しており

ます。 

 23ページをお願いいたします。 

 工業用水道事業会計に係ります債務負担行

為の設定でございます。 

 これは、平成28年度から32年度までの有明

及び八代工業用水道の浄水場運転保守業務委
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託につきまして、限度額６億1,400万円余の

債務負担行為の設定をお願いするものでござ

います。 

 次に、24ページをお願いいたします。 

 有料駐車場事業会計に係ります資本的収支

の増額補正でございます。 

 県営有料駐車場の泡消火設備につきまし

て、詳細調査の結果、全面的に改修の必要が

生じたため、当該工事費において5,800万円

余の増額をお願いするものでございます。 

 説明は以上でございます。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

 

○田代国広委員長 以上で執行部の説明が終

了しましたので、質疑を受けたいと思いま

す。質疑ありませんか。 

 

○西岡勝成委員 商工観光労働部長、先ほど

県内の景気動向並びに雇用情勢を一応話して

もらいましたけれども、いつも思うんですけ

れども、熊本県の場合、中心部に６割も７割

も、人口的には半分以上がおるんですけれど

も、そういう中で平均して物事をされると、

南部とか、北部とか、なかなか景気動向なり

雇用状況というのはわかりづらいので、でき

れば──平均されると、全部のみ込まれてし

まうんですね。回りの要するにマイナスのと

ころもプラスになっていく可能性があるの

で、我々としては、やはり地方創生の時代

に、どこにどういうところが今問題なのかと

いうことを把握するためには、やはり尐なく

とも県央地域と北部とか南部の景気動向なり

雇用状況なりを話してもらわぬと、全体とし

て上向きと言われると、平均でのみ込まれて

しまって、地域の実態というのはなかなかつ

かみづらい部分があるので、その辺の説明の

仕方を統計的にできるのかわかりませんが、

そういうやり方でやってほしいと思うんです

ね。なかなか全体としての平均だと、もうの

み込まれてしまうものですから。 

 

○髙口商工観光労働部長 県内の景気動向、

日銀熊本支店が出します毎月のデータに基づ

いております。これは、基本的には県全体が

一本にまとまっております。一方、雇用情勢

に関しましては、各ハローワークのほうで求

人とか求職の状況は分けて分類してございま

す。 

 現状で行きますと、確かに県全体では今

1.1になったんですかね。かなり高い有効求

人倍率になっておりますが、県内見てまいり

ますと、例えば、天草ですとか、人吉ですと

か、そのあたりは、かなり有効求人倍率がま

だ依然として低い。一方では、水俣・芦北あ

たりは、トータルの数字としては熊本市と余

り変わらないぐらい高い状況があるんです

が、実は、これは雇用のミスマッチの問題が

ございまして、例えば、建設ですとか、それ

から医療、福祉、看護師さんとか介護、ここ

ら辺のところは非常に人手不足感が高まって

おりますので、こういったところが全体の有

効求人倍率としては高めている状況がありま

すが、それ以外のところは決していい状況に

はございませんし、あるいは、正職員あたり

の有効求人倍率でいくと0.5台ということ

で、まだまだ厳しい状況もあります。 

 また、もっと言うと、例えば事務職あたり

は0.2か0.3ぐらいの間の状況で推移しており

ますので、ここら辺は、今先生御指摘のよう

に、地域を尐し分けた分類が必要だと思いま

すので、ちょっと今現状でお答えできるのは

そういう状況でございますけれども、次回12

月議会等で私のほうから説明するときには、

なるたけそこら辺の今の御意見を踏まえて、

地域を尐し細かく分けた形で、何かもう尐し

わかりやすい説明ができるように工夫させて

もらいたいと思います。 

 

○西岡勝成委員 全体の景気動向を把握する

というのは、なかなか難しい部分もあると思
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いますが、例えば、肥後銀行にしても、信金

にしても、それぞれ支店とかそういう地域性

もありますし、振興局とかそういうところで

大体の動きぐらい把握してないと、何か平均

を出されてしまうとなかなか手の打ちどころ

が見えない部分もありますので、今後、その

辺を、できればできる範囲内で細かい御報告

をしていただきたい。 

 

○村上寅美委員 若干関連のところもあるけ

れども、13ページ、観光課。 

 １億補正を組んであるけど、これは外国人

に対する新規としておもてなしのプロジェク

ト事業ということですけど、大体どういうこ

とを考えているの。 

 

○満原観光課長 これまで、観光事業者と宿

泊施設等を中心におもてなし向上ということ

を考えておりましたが、先ほど申しましたよ

うに、宿泊だけじゃなくて、非常に観光事業

は裾野が広うございますので、物販、飲食、

交通の方々に対する英会話を中心としたウエ

ルカムマインドに？する事業等をやろうと思

っております。 

 具体的には、そういった全17回ぐらいの研

修を、県内４地域で、熊本市、阿蘇、八代な

どを４地域選びまして、そういった研修をし

て、おもてなし向上ということでやっていき

たいというふうに考えております。 

 

○村上寅美委員 今、例えば英語、それから

中国、韓国、この辺が中心になると思うけ

ど、その辺は、県のほうで配慮ができるのは

何名ぐらいいるの。ボランティアも含めて登

録しておるのは。 

 

○満原観光課長 この辺につきましては、実

際上の数値というのはなかなかないんですけ

れども、今回の研修におきましては、委員お

っしゃいましたように、英語だけでなくて、

中国語、それも繁体語と簡体語、それから韓

国語、最近非常にタイのほうからもお客様が

多うございますので、タイ語を含めて職員を

養成していこうというふうに考えておりま

す。 

 

○村上寅美委員 現在はゼロじゃないだろ

う。 

 

○満原観光課長 ゼロではないと思います。 

 

○村上寅美委員 何名ぐらい現在いるの。 

 

○満原観光課長 県職員ではなくて……。 

 

○村上寅美委員 嘱託とか登録も含めて、県

で対応ができる人材というのは、英語で何名

いるのか、中国語で何名いるのか。アバウト

でいいけど、何名ぐらい。 

 

○満原観光課長 申しわけございません。手

元にちょっとデータがございません。 

 

○磯田国際課長 ただいま、県の国際課に

は、中国語、韓国語、スペイン語の専門の通

訳ができる職員、国際協会の職員としてでご

ざいますが、配置しております。それから、

県全体の英語、中国語、韓国語ができる職

員、何名かちょっと今手元にはございません

けれども、恐らく英語だと100名まではいな

いかもしれませんが、そのくらいの職員はい

るかと思います。ただ、通訳まではなかなか

いかないので、例えばパーティーでの日常の

会話のお手伝いとか、そういった形になるか

と思います。韓国語に関しては、今も職員を

韓国の忠清南道に派遣しておりまして、その

職員が韓国語の勉強をして帰ってきて、ただ

いま国際課でも活躍をしているところでござ

います。 
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○村上寅美委員 おもてなしで、いろいろ、

19年から国際大会が２つもある。20年はオリ

ンピックがあるというようなことで、その辺

を計画するのは、これもこうだけど、私が尋

ねたいのは、じゃあ阿蘇、天草というけど、

国立公園が幾つあって、どういう政策をとっ

ているのか、県立公園が幾つあるのか、どう

いう政策を、これからでいいんだけど、その

数だけ教えてちょうだい。国立公園は幾つあ

るの、熊本。国立、県立。 

 

○川上自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 国立公園は、阿蘇くじゅう国立公園と雲仙

天草国立公園の２つでございます。国定公園

が、耶馬日田英彦山国定公園、それと九州中

央山地国定公園の２つでございます。それか

ら、県立公園につきましては、金峰山、小岱

山、三角大矢野、芦北、矢部、五木五家荘、

それから奥球磨県立自然公園、この７つでご

ざいます。 

 

○村上寅美委員 それで、これまでは別にし

て、これからやっぱり業者に丸投げじゃなく

て、そこ、今の西岡先生の話にも関連すると

思うけど、じゃあ天草は何を拠点にするの

か。県立公園はなかつな、あたがえには。国

立か。 

 

○川上自然保護課長 天草は、国立公園と県

立公園がございます。 

 

○村上寅美委員 だから、天草は何なのか。

例えば、金峰山も言うたろが……(川上自然

保護課長「はい」と呼ぶ）金峰山は何なの

か。河内ミカンじゃいかぬどけん。例えば、

宮本武蔵なんかが皆無になっとるわけだ、

今。そして、これは市の行政区だけど、県立

公園ということだから。30分かからぬです

よ。駅からだったら、もう15分ぐらいで上が

りますから。 

 だから、そういうところの、特に昔は阿蘇

か水前寺公園が修学旅行と、関西、関東から

言いよったというけど、今はもう全然来ない

でしょう。阿蘇には来ても、水前寺公園なん

か観光に入っとるか入っとらんかわからぬ

と。 

 ところが、行政区が熊本市という形の分断

の中で、宮本武蔵なんかは足元だけど、土日

は何人かおられるけど、全然宣伝にもない

し、コースもあれもできとらぬから、やっぱ

りそういうところで、例えば、熊本都市公園

だったら金峰山県立公園を中心とする草枕、

いろんな街道を、旅行業者だけじゃなくて、

やっぱり県のほうでマッチングして、そし

て、見どころ、各地区に特色があるわけだか

ら、その辺をすれば、かなりコースなんかも

あって外国人あたりは喜ぶし、そんなに金が

かかる話じゃないから、その辺の整備も、こ

れは観光課になるのかな。その辺は全然、予

算はあっとかい、なかつ。 

 

○満原観光課長 外国人観光客に対しまして

も……。 

 

○村上寅美委員 外国じゃなかたい。外国も

含めて、観光客に対して見せるところの面整

備は、いろいろプロジェクトあたりはできて

ますかということを聞きよる。 

 

○満原観光課長 当初から、委員御指摘のと

おり、いろんな観光資源というのがございま

すので、その辺につきましては、いろんな媒

体、それから観光博、そういったものを使い

ましてＰＲさせていただいております。 

 今後も、おっしゃいましたように、2019、

2020といろんなイベントがございますので、

そういったもののＰＲも含めて、機会を捉え

ましてＰＲさせていただきたいと思っており

ます。 
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○村上寅美委員 やっぱり台湾の高雄便であ

れだけ来るけど、これまでは福岡か鹿児島な

のよ。熊本なんて知らない。地名も知らな

い、５～６年前まで。特定の人は別よ。一般

としては。鹿児島は、何とか姫……（「篤

姫」と呼ぶ者あり）篤姫をやってから、鹿児

島県が、台湾のテレビ局でタイアップしてＰ

Ｒしとるわけたい。そういうことをやる。そ

れから、大分は温泉を売り込んどる。そうい

う特殊なところがあって、本当熊本なんか、

ところが、来てみたところがこんなにすばら

しいかという感触なんですよ。それだから高

雄線もできたんですよ、向こうからね。 

 だから、そういう状況だから、ぜひ熊本も

そういう形で、温泉とそれから拠点性のある

ところを──だから、大分に来たり鹿児島に

来たりしても、阿蘇は来るんですよ。来るけ

ど、素通りする率が多い。 

 そういう状況だから、受け皿としての箱物

というのが、阿蘇であっても熊本市であって

も本格的に国際会議ができるようなところが

ないからね、2,000～3,000人できるようなと

ころが。しかし、もうちょっとグランメッセ

あたりも集客力はあるんだから、生かす方法

を考えたら──やっぱり言われるもん。外国

とか県外に行ったら、熊本ほど素材があるの

に宣伝下手はおらぬて。君たちが下手と言い

よるわけじゃなかぞ。その辺も、これからの

問題を僕は言ってるわけだから、ぜひひとつ

力点を置いてやってもらいたいということ

で、もう要望で結構です。 

 

○田代国広委員長 よろしくお願いしときま

す。 

 

○鎌田聡委員 関連になりますけれども、今

観光地の話もございました。金峰山の話も出

ましたけれども、これは村上先生が一生懸命

やられていると思いますけれども、金峰山

も、拠点性といいますか、あそこから市内の

夜景を見ると、たいぎゃきれいかですよね。

それとあとは、あそこは県道の１号線ですか

ら、何かそういったものもひっかけて、もう

尐し市の管轄と県の管轄といろいろあると思

いますし、県立公園でもありますので、そう

いった尐し売り込み方を考えて、本当、行っ

てみればいろんなものが発見できますので、

その点、ぜひ観光課のほうでも取り組んでい

ただきますように、これは要望しときます。 

 それと、観光客の誘致対策費、13ページの

お話になりますけれども、先ほど４地域17回

ということでございましたが、大体どのくら

いの──いろんな業種の方は先ほどお話ござ

いましたが、何名ぐらいの方を対象にして、

いつまでの期間に17回やってしまうのか、そ

の辺を教えていただきたいと思います。 

 

○満原観光課長 １クラス大体15人程度を予

定いたしております。業種的にも４業種以

上。ただ、これは予定でございますので、要

望があれば順次ふやしていくという方向で考

えております。これを予算が認められれば、

来年の３月初めぐらいまでには終わりたいと

いうふうに考えております。 

 以上でございます。 

 

○鎌田聡委員 済みません。その４地域とい

うのはどこになるんですか。 

 

○満原観光課長 まだ決定はいたしておりま

せん。考えておりますのは、熊本市、阿蘇、

八代、それ以外に希望するところということ

で、大体４地域を検討いたしております。 

 

○鎌田聡委員 もう一つは希望するところと

いうことですね。 

 

○満原観光課長 今後の検討でございます。 
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○鎌田聡委員 語学も勉強して、なかなか、

すぐ理解できるところとできないところとあ

ると思いますし、多分これまでよくわからな

かった方々も今から勉強されると思いますの

で、これは質問でも言ったんですけれども、

通訳のコールセンターというか、こういった

のもぜひつくっていただいて、何かわからぬ

ときはそこに尋ねていただくようなシステム

も、ぜひちょっと考えていただきたいと思い

ますけれども。 

 これは、どれだけこの研修で皆さん方が理

解できて、そこがきちんとできるのかという

ことにかかってきますけれども、やっぱり外

国人観光客に対応する何かそういった頼りど

ころというのも必要になってくるかと思いま

すけれども、ぜひこの点もよろしくお願いし

たいと思いますけれども、いかがでしょう

か。 

 

○満原観光課長 外国人の方が非常に今もふ

えております。満足して帰ってもらうことに

よって、リピートしていただける、観光業が

それだけ力がついてくるという形になります

ので、いろんな意味で、外国人の観光客、日

本人の観光客も一緒でございますけれども、

ストレスがないような体制を整えるのが大事

でございますので、いろんな場面も考えなが

ら、今後検討してまいりたいと思いますし、

今回の予算等を進めまして、まず受け入れる

側の気持ちといいますか、完璧にその英語

が、例えば英語がしゃべれるというのはなか

なか難しゅうございますでしょうけれども、

その辺受け入れるほうが積極的に対応できる

ような形に持っていけるように頑張りたいと

思います。 

 以上でございます。 

 

○鎌田聡委員 ぜひよろしくお願いしたいと

思いますし、あと、ちょっと期間的にはもう

尐し何回か分けて、また尐し長く2019年まで

の取り組みということで、そういった期間も

ありますので、ぜひ、３月まで、それ以降の

話も考えていただきたいというふうに思いま

す。 

 

○満原観光課長 これは１年で終わるもので

はないと思います。やはり語学とかそういっ

た裾野を広げるために、多くの方に学んでい

ただくことが大事でございますので、時間を

かけて複数年でやっていきたいと思います。 

 

○鎌田聡委員 ぜひよろしくお願いしたいと

思います。 

 もう１点いいですかね。 

 11ページの産業支援課のワサモンのまちづ

くり推進事業ということで、県内の起業教育

から若者を育てていくということでございま

すけれども、大体どのくらいの人、何人ぐら

いというか何社を考えていらっしゃるのか教

えていただきたいと思います。 

 

○古森産業支援課長 ありがとうございま

す。 

 今後若者が熊本に定着していただくためと

いうことで、既に崇城大学さんのほうで、昨

年、起業部という独自の取り組みをしており

まして、そちらとタイアップしまして、いわ

ゆる起業教育から、そして起業相談、そして

ビジネスコンテストをして、あとファンド面

と一貫した御相談、支援をできるようなプラ

ットホームを構築していくというのが今回の

事業目的になります。 

 これは既に取り組みを始めていらっしゃい

ます崇城大学さんとのタイアップですが、対

象は、県内の全ての大学生、そして大学生だ

けではなく若者を対象にしてやっていこうと

考えておりまして、今年度は、補正予算でも

ありますので、まずは、そのようなシステム

づくり、そういうところを取り組んでいきま

して、対象としては、ニーズというのは具体
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的に設定しておりませんが、県内の若者全般

に対して提供できるようなシステムで構築し

ていく予定で考えております。 

 

○鎌田聡委員 こういった今回システムをつ

くっていくということでありますけれども、

じゃあもう崇城大との連携ということで当面

は考えていらっしゃるんですか。 

 

○古森産業支援課長 このプラットホームシ

ステムについては、崇城大とタイアップして

つくっていきますが、その対象、利用される

方は、崇城大の学生だけではなく、県内の大

学生、若者全てを対象に考えております。 

 

○鎌田聡委員 ぜひ幅広く、そういった若者

の希望があれば、対応していただくようにお

願いしたいと思います。 

 もう１点、その上のやつで済みません。 

 プロフェッショナル人材の戦略拠点運営事

業ということでございますけれども、これは

何ですかね。戦略拠点の運営ということだと

思いますけれども、どこにこういった拠点を

つくっていかれるのか教えていただきたい

と。 

 

○古森産業支援課長 これは新しい事業で、

国のほうから全国の各都道府県に委託すると

いう事業になります。各都道府県のほうでこ

ういう拠点を設置するということで、直営で

もできるんですが、これにつきましては、予

算が成立しましたら、委託事業で公募して県

内に拠点を置くという形で考えております。

その中心となる戦略拠点のマネージャーにつ

いては、県のほうから任命して、そして、そ

のマネージャーを中心に、県内の地場企業さ

んを中心に、やはり今後の攻めの展開に移行

していくための人材を確保するアドバイス、

サポートをしていこうと。それによって県内

の地場を中心とした成長戦略を促していきた

いと考えております。 

 以上です。 

 

○鎌田聡委員 じゃあ、拠点は今後というこ

とになると思いますけれども、マネージャー

を配置して、こういった、要はプロフェッシ

ョナル人材というのを県内で育成するのか、

他県から何か持ってくるんですかね。どうい

う形でやっていくんですか。 

 

○古森産業支援課長 産業支援課です。 

 プロフェッショナル人材というのが、単な

る従業員ではなく、やっぱり成長戦略を促せ

るようなある程度の専門知識、技術を持った

方ということを考えております。ですから、

これには、当然ＵＩＪターン的な人材、こう

いうものを視野に置いて、県内にいらっしゃ

れば、県内の方も当然対象になりますけれど

も、そういう幅広く考えてまいりたいと思っ

ております。 

 以上です。 

 

○鎌田聡委員 非常に重要だと思います。成

長戦略をやっていく上で、専門性を持った方

をいかにやっぱり獲得していくのかというこ

とになると思いますので、ぜひしっかりと取

り組んでいただくようにお願いしたいと思い

ます。 

 以上です。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○氷室雄一郎副委員長 私は、報告事項のこ

の伝統工芸館の件ですけれども、これは、利

用者の推移、この３ページを見ますと、長い

スパンで利用者状況は統計がとってあります

けれども、ピーク時が平成12年、今これを見

ますと、大体その半分ぐらいになっとる。こ

の長期にわたる利用者の減尐の原因というの

は分析をして、僕は、もう尐し早目にやっぱ
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り手を打たなきゃいかぬのじゃなかったかと

思っとるんですけれども、観光客はたくさん

ふえてると。重要な拠点でもありますし、非

常に立派なところなんですけれども、こんな

どんどんどんどん下がっていきますと、これ

はもういよいよ15年間で過去最低といいます

か、平成24年度は、これは国際情勢のいろん

な社会状況の変化の中でこれは減っているん

でしょう。このままいきますと、これはちょ

っと厳しいんじゃないかと思うんですけれど

も、何でこんなどんどんどんどん減ってきて

いるのかという分析なり原因をちょっとお尋

ねしたいんですけれども。 

 もう一つは、各施設がいろいろあるんです

けれども、こういう施設の中で、どこに力を

入れればいいのか、あるいは、今後ここをふ

やす方法みたいなものは果たしてあるのかと

いうことで、いろんな報告事項をたくさん受

けましたけれども、これはもう尐しやっぱり

早目に県として手を打たないかぬだったんじ

ゃないかと思っているんですけれども、その

辺をちょっと御答弁いただければと。 

 

○成尾くまもとブランド推進課長 くまもと

ブランド推進課でございます。 

 お手元の資料３ページのグラフをごらんい

ただければ一目瞭然でございますが、じわり

じわりと入館者数が減っているところでござ

います。 

 これは、主に３つ大きな原因がございまし

て、１つには、修学旅行生が減尐をしており

ます。 

 これまで、修学旅行といいますと、視察型

から、現在は体験型にシフトしているという

ふうな流れがある中で、現在の伝統工芸館と

いうものは、さまざまな展示品により構成さ

れているものですから、ほかの体験型の施設

に県外からの修学旅行生が流れているという

ふうなことでございます。また、同じ修学旅

行でも、団体で活動するということではなく

て、尐人数のグループで探索型での活動とい

うのが今大きな流れになっているということ

でございまして、そういうのも影響している

かと思います。 

 ２つ目でございますが、実は県内の小学生

の社会科見学者数が大幅に減尐しておりま

す。実は、10年ほど前までは５年生の教科書

に日本の伝統工芸の紹介というのが大きく取

り上げられておりまして、大体重立った県内

の小学校５年生が、秋のこの時期になります

と、毎日のように伝統工芸館を訪ねるという

ような傾向がございました。 

 現在、非常にそのページが尐なくなってい

るということと、もう１つ、実は小学校５年

生ということで、現在、水俣病を学ぶという

ふうなことで、水俣地域のほうに皆さん社会

科見学に行かれるというふうな、県としての

取り組みの一つの成果でございますが、こう

いう流れがある中で、伝統工芸館が相対的に

小学生の視察が尐なくなるというようなこと

があります。 

 もう一つでございますが、これは必ずしも

マイナスではありませんけれども、実は、こ

れまで伝統工芸館で開催されておりますさま

ざまな工芸展が、現在、グランメッセであり

ますとか、あるいはデパート、さらに、各地

域の会場でさまざまな工芸展が開催されるよ

うに地域分散型ということで開催されるよう

な傾向がございまして、皆さんがそういう会

場に足を運びになる中で、中核となる施設の

伝統工芸館のほうにはちょっと数が尐なくな

っているというような流れがあるかと思いま

す。 

 現在、伝統工芸館は、これについての対策

でございますけれども、最近、特に八代の地

元の頑張りもございまして、クルーズ船がた

くさん入るようになりました。そうした場合

の一つのいわゆる視察先といいますか、観光

先といたしまして、私どもも県の伝統工芸館

を積極的にアプローチしておりますし、現
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在、台湾、香港からも定期便が就航するよう

な流れの中で、県内、国内のお客様のみなら

ず、多言語化を図る中で、海外からのお客様

の取り組みをするような形で、現在対策につ

いては進めているところでございます。 

 以上です。 

 

○氷室雄一郎副委員長 ３点ほど御説明をい

ただきましたけれども、これからますます各

いろんな施設も充実してきますし、また分散

をしていくというのはわかるんですけれど

も、このままの状況でいけば──この半分に

なったという、ピーク時から半分という、こ

ういう施設はないんじゃないかと思いますの

で、何らかの対応をするなり、熊本城とか城

彩苑は非常ににぎわっているんですけれど

も、なかなかそれに比べればどうかなという

気がしておりまして、非常に価値のある施設

でございますので、何らかの形で力を入れな

ければ、ますますこれはずっと減尐傾向をた

どると。 

 今御説明いただきましたけれども、来年、

また再来年の推移を見ておりますので、やっ

ぱりちょっと考えないかぬのじゃないかと思

っておりますので、次の御報告を楽しみに待

っておりますけれども、余りにも減り過ぎて

いるという厳しい状況を私は認識をしていた

だければと思っております。あとは要望にし

ます。 

 

○成尾くまもとブランド推進課長 今御指摘

の委員の皆様方の御意見を踏まえまして、伝

統工芸館にもしっかりとその旨を伝えまし

て、私どもも連携を図りながら、今後入館者

数の増に向けても努力してまいりたいと思い

ます。 

 以上です。 

 

○西岡勝成委員 私もちょっと質問しようと

思っていたんですけれども、来館者の中に外

国人はどのぐらいいらっしゃるんですか。 

 

○成尾くまもとブランド推進課長 申しわけ

ございません。今手元にちょっとその資料を

持ち合わせておりませんので、調査して御報

告をしたいと思います。 

 

○西岡勝成委員 我々も一緒ですけれども、

最初は物見遊山的に外国に行って観光をしま

すけれども、だんだん地域の文化なり歴史な

りそういうものに目が肥えてくるというか。 

 特に今、海外から、日本の歴史文化という

か、そういう伝統文化に対する関心が高まる

中で、ぜひ、外人の観光客がふえていく中で

宣伝をしていただいて、特に今金沢あたりが

伝統文化会館は２つだそうですけれども、そ

ういう実態も調べながら、時代に即応した戦

略を持って、せっかく熊本にお見えいただく

わけですから、熊本の伝統工芸というか、そ

ういう文化を知っていただいて、熊本を好き

になっていただくような体制づくりをよろし

く。 

 

○田代国広委員長 要望ですか。 

 

○西岡勝成委員 もう１つ、テルサのことに

ついてですけれども、私も年間40泊ぐらいテ

ルサに泊まらせていただいておりますが、何

で──会議もいっぱいあるし、フィットネス

もにぎわっているし、どこの部分がいかぬの

ですか。余り利益を上げる必要もないんでし

ょうけれども、土山さんも頑張っておられる

し、ざっと見た感じレストラン部分がちょっ

と尐ないかなという感じはするんですけれど

も、結婚式とかですね。どの部分を改善した

ら──あれだけ多くの人が集まって会議も開

かれて、それで赤字かなと。財産的にも、非

常に優位な条件の中でやっているはずですよ

ね。減価償却あたりも、本当、一般からする

と恵まれた中で経営をやっている中で、何で
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赤字になっていくのかわからぬとですけれど

も。 

 

○松岡労働雇用課長 利用状況につきまして

は、説明資料の３ページの下に表で書いてお

りますが、まず、利用者の増減について、尐

し補足で説明させていただきます。 

 今西岡委員おっしゃった、いわゆるいろん

な施設ごとの利用状況ですが、レストラン部

門は、昨年と比べると１割ほどふえておりま

す。減っている部分といいますのが、やはり

婚礼であるとか一般宴会等が減っているとい

うふうに聞いております。 

 特に、昨年度、消費税のパーセントがふえ

たということで、全体として、これはどこも

状況は同じということで思っておりますが、

その影響だとか、あるいは、国政選挙が昨年

前半にあって、いろんな宴会、会合が例年と

比べると非常に尐なかった、キャンセルも含

めて多かったというふうに伺っております。 

 宴会の関係でいきますと、1,300万ほど昨

年度と比べると落ちているようです。宿泊の

ほうは非常に堅調だというふうに聞いており

ますが、やはり宴会、レストラン関係が、非

常に年によって増減をしている。特に婚礼の

ほうは、やはりブライダルの事業者がいろい

ろ出ていて、もうこれはちょっと傾向的にず

っと減り続けているというような状況もある

ようです。 

 いろいろもう施設の大規模なメンテナンス

等が現実的に非常に困難な中で、利益の確保

に向けて努力をしているというところで報告

を受けているところでございます。 

 

○西岡勝成委員 ずっと見ていて、やっぱり

婚礼には向かないわね、イメージが。何か一

生懸命あそこ努力をしてましたね。婚礼に力

を入れてしばらくしたんですよね。それでも

雰囲気がやっぱり合わないもんね。かたい。 

 だから、戦略はいろいろあるでしょうけれ

ども、あれだけ恵まれた環境の中で赤字が出

るというのは、どうしても解せない、利用し

ながら。土山さんも頑張っているし、それぞ

れ頑張っている中で、もうちょっと何か考え

んといかぬ部分があるんじゃないかと思いま

したので。 

 

○坂田孝志委員 商工のほうですけれども、

この新規ですかね、幾つか結構ありますね。

これは今度の９月での補正ですよね、新規。

９月からのやつですね。しかし、こういうの

は、政策的なやっぱり事業ですよね。こうい

うのを補正で出すのはいかがなものかなと。

委員長、そう思いませんか。 

 補正というのは、災害もあったけれども、

災害だとか、現有予算で足りないとか、そう

いうのを補う、そういうのが補正の本旨です

よ。政策的なやつを今ごろから出してですた

い、もう既に１年上半期過ぎてますよ。これ

から県民に周知して、こういう事業をどうな

のか、これはやっぱり本来当初予算で出すべ

きことじゃなかろうかなと、こう思います

が、いかがですか。 

 

○髙口商工観光労働部長 今坂田委員からの

御指摘でございますが、今回新規で出してお

ります案件、政策的な要素は当然強うござい

ます。ただ、この原資になっていますのは国

の交付金でございますが、国が、26年度の補

正予算で、交付金を1,700億でしたか、つけ

ましたけれども、そのうちの300億が保留に

なっておりました。これが、今回県の総合戦

略を策定するのとセットで応募ができる状態

に今なりましたので、これは、これから国の

応募に出していくためのものとして今回出さ

せていただいてまして、委員御指摘のよう

に、政策的要素というのは我々も重々承知し

ておりますが、国のそういう事情の中で今に

なったということは御理解いただけたらと思

っております。 
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○坂田孝志委員 国からのそういう補正予

算、あるいは国の政策的な内容、あらかじめ

つかんでおられるわけですね。当初予算で何

とか頭出しするわけにはいかないんでしょう

かね。額的に尐なく抑えるとかですね。いろ

んな工夫をしないとですたい、県民に対する

周知は足りませんから、１つを──先ほどワ

サモンのこともありましたけれども、崇城大

学とのプラットホームとか、そこはそれでい

いんですよ。しかし、多くの方々に周知しな

がら、ワサモンといういいネーミングをして

ありますから、ワサモンが飛びつくように、

そしていろんなものがすると、やっぱりそう

いうやり方を今後考えていただきたいなと、

こう思いますけれども。 

 

○髙口商工観光労働部長 委員御指摘のこと

も、もう私も十分理解しております。そのと

おりだと思います。ただ、300億を国がどう

いうふうに配分するのかについて、当初予算

の中では全く情報が入ってきておらない状況

でございまして、ついここ最近こういうふう

にやりますというのが示されたような状況で

ございまして、こちらのほうも、そういった

意味では、非常に不本意な形で予算要望をさ

せていただいているところは申しわけなく思

っておりますけれども、限られた半年余りの

時間でございますけれども、成果が出ますよ

うにしっかりと取り組ませていただきます

し、それから、上げさせていただいている事

業は、今年度で済むような話だけではなく

て、先ほどの外国人のもてなしにしても、こ

れから継続的にいろいろやらなきゃならない

こともございますので、そこら辺は、またし

っかりと次年度以降をどうするかも含めて、

しっかり議会のほうに御説明させていただき

ながらやらせてもらえたらと思っておりま

す。よろしくお願いいたします。 

 

○坂田孝志委員 だから、期間においては、

消化できないものがあれば繰り越しも考える

とか、そしてまた次年度継続していくと、そ

ういうのもぜひ必要じゃないのかなと、こう

思います。 

 それから、観光が先ほど出ておりました

が、やはり熊本は買う場所がないですよ。い

っぱいお土産はあるのに、素材があるのに、

買う場所がない。買う場所があっても、バス

をつける場所がないんですね。やっぱり駐車

場を、バスがやっぱりそこに50台、60台とめ

られるように、あるいはまとまった観光客が

そこで食事がとれるような、よそに行けば結

構ありますもんね。あのお金が落ちてないや

つで、九州の尻から２番目だったでしょう、

熊本。あれは、やっぱりそういうせっかくい

ろんな素材があるのに買う場所がない、求め

る場所がない、食べる場所がないんですね。

だから素通りになってしまう。 

 だから、これは県でそれを整備しろじゃな

くて、自治体とか、広域とか、いろんな団体

と一緒になって、尐しでも駐車場を広く設け

るとか、多くの方が入りやすいような、そう

いうのにちょっとこう触手を伸ばしてあげれ

ば、いろんなところもそういうのに取り組め

るんじゃなかろうかなと、こう思いますの

で、ぜひ検討していただきたいなと、こう思

います。 

 

○髙口商工観光労働部長 今坂田委員の御指

摘につきましては、そういった、県外からあ

るいは海外から来られた方がたくさんお金を

落としてもらわないことには、意味がないと

いいますか、県としてよくない話ですから、

民間のほうでも、いろいろとそういったたく

さん買い物ができるような場所について真剣

な御議論があっているというふうに聞いてお

りますので、私どもも、それをしっかりと捉

えながら、しっかり御支援、御協力するよう

な形で努めてまいりたいと思います。よろし
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くお願いいたします。 

 

○坂田孝志委員 ちょっと今の観光に合わせ

て、今クルーズ船で中国からいっぱいおいで

いただいているのは大変ありがたいことです

けれども、向こうのエージェントとやっぱり

国内のエージェントと早くマッチングという

んですかね、連携をとり合ってしないと、中

国のやっているお店にそれを誘導するとか、

それじゃいけないと思うんですよね。せっか

くおいでなら、やっぱりこの地元のところで

それを消化していただくとか、買い物してい

ただくとか、もっともっと国内のあるいは県

内のそういう旅行会社との連携をこれは密に

していただきたいと思います。 

 きょうも何か国土交通委員会が来てるんで

しょう。来ておられるのかな。八代の港に大

きな船が来ていますから、そういうたくさん

のあれを来年度も見込んでおられますから、

ぜひ、そういう観光業界の方々との話し合い

というんでしょうかね、それを急いでいただ

きたいなと、このように思っておりますの

で、ぜひお願いしたいと思います。要望でい

いですよ。 

 

○田代国広委員長 要望でいいですか。ほか

にありませんか。 

 

○中村亮彦委員 済みません、さっきの西岡

先生の御質問、テルサの件をおっしゃいまし

たけれども、このテルサの件で尐しお尋ねし

たいんですけれども、こっちの厚いほうのや

つですね。 

 附箋の３の５ページの正味財産増減計算書

のところで、経常収益が７億9,000から７億

4,000に下がっとる、5,000万ほど下がっとる

にもかかわらず、経常費用についても物すご

く減っとるんですね。赤字も3,000万から800

万ということで非常に減っとるということ

で、内容としては、これは恐らく売り上げが

下がったんだと思うんですけれども、売り上

げが下がったにもかかわらず、この赤字が減

っとるというようなことで、非常に改善され

ているなというふうに思うんです。 

 その中で、熊本テルサ運営事業費、これが

2,000万円減ってまして、これは大きいのが

2,000万。それと、人件費、これはちょっと

よくわからないんですけれども、人件費が

3,800万減っとるんですけれども、これ、何

か機械化かなんかされて、人件費ごろっと減

る感じになったんでしょうか。すごい改善さ

れてるなと思うんですが。 

 

○松岡労働雇用課長 まず、人件費の関係で

ございますが、職員給与、嘱託給与、それぞ

れ正職員が１名減、嘱託職員も１名減になっ

ており、その分で前年との比較でいくと

1,700万ほど人件費関連が減っております。 

 それと、全体のその他の経費でございます

が、事業費として一般管理費について1,000

万ほど減尐しておりますが、ブライダル広報

ですね。広告宣伝費を760万ほど節減をして

おります。人件費の減につきましては、中途

退職者及び休職者の発生でございます。 

 

○中村亮彦委員 人件費がそれぐらい4,000

万ぐらい減ったにもかかわらず、これは非常

に赤字は赤字ですけれども、物すごく見直さ

れて改善されてると思うんです。この勢いで

行くなら、これは来年はもう赤字がなくなる

んじゃないかなというぐらいの感じなんじゃ

ないかなと思います。よっぽど何か例えば機

械化されて、もう人件費が削減できるとかい

うような大きな何か原因があってからのもの

であるならば、なかなかこれはもう減ってい

かない、一時的に減ったものだというふうに

判断せんといかぬだろうと思いますけれど

も、非常に3,000万から800万ということにな

れば、すごい改善だなというふうに思いま

す。県民の方、多くの方が利用していただき



第４回 熊本県議会 経済環境常任委員会会議記録（平成27年10月１日) 

 - 27 - 

たいので、しっかりと対応していただきたい

というふうに思います。 

 それと、もう１つお聞きしたいことがござ

いまして、資料の９ページ、商工観光金融課

にお願いしたいと思うんですが、金融対策費

として小規模企業サポート力強化事業という

ことで、複雑・多様化する小規模企業の経営

課題に対応するための商工団体のサポート力

強化ということですけれども、非常にやっぱ

りこれはもうおっしゃるとおり進めていただ

きたいなというふうに思うんです。 

 これの内容としては、先ほどの説明ちょっ

とさらっと行かれたので、私間違いがあるか

もしれませんが、経営指導員が中小企業診断

士あたりの方と交流を深めたりとか、講習会

の開催だとかの費用だというふうに思うんで

すけれども、これは間違いないでしょうか。 

 

○原山商工振興金融課長 具体的に申し上げ

ますと、例えば、県北、県南１カ所ずつぐら

い、そういった専門家、それからスタッフを

配置する場所を設けまして、そこに商工団体

から相談があったそういった専門的な課題を

例えば持ち込んで、一緒にケーススタディー

しながら解決していくということ、あるい

は、そこからいろんな各地域に巡回しなが

ら、個別相談を受けながら一緒に課題を解決

していくというような方法を考えておりま

す。 

 以上でございます。 

 

○中村亮彦委員 小規模事業者の方々におい

て、やっぱり商工会、商工団体は非常に頼り

にされているというふうに思うんです。ま

た、いろんな小規模企業者に対してのメニュ

ーがどんなにいいものがあっても、やっぱり

末端までそれが浸透しないとやっぱり何の意

味もなさないというふうに思うんです。そう

なったときに、どうしてもやっぱり経営指導

員の方、非常に地域を回っていただいたりと

か小規模事業者の相談を受けたりとかという

ことで活躍されているというふうに思うんで

す。 

 ただ、この前も私申し上げましたけれど

も、商工業者が減っているところとふえてい

るところとあります。その経営指導員も足り

ない地域というのもやっぱりあるんです。こ

このところも、経営指導員が、なら小さい商

工業者が尐ないところの町や村の経営指導員

は切っていいのかということにはなりません

から、数は同じであったにせよ、その割り振

りであったりとか、できれば、本当は経営指

導員はもっとふやしてほしいというふうに思

っているぐらいなので、その辺の対応も含め

て、これからまたお願いしたいと思います。 

 以上でございます。 

 

○田代国広委員長 要望でいいですか。 

 

○中村亮彦委員 はい。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○松村秀逸委員 私も、せんだって一般質問

で、いろんな中小企業の支援等でいろいろお

尋ねさせていただきました。 

 その中で、非常にいい、すばらしい準備対

策をされているんですけれども、末端までの

ＰＲが全体的に足りない。先ほど観光課も一

緒なんですが、熊本のすばらしい観光地があ

るのにＰＲができてなかったり、１つ思った

のは、熊本の道路からの観光地に行く看板、

案内看板、これが非常に私はわかりにくい、

もしくは尐ないのではないかと、他県と比べ

てですね。そういうものをしていただくと、

観光地がもっと──熊本に来た中で、道路の

中で、初めて県外から来た方、地元の方はわ

かりますけれども、県外の方にわかりやすく

ＰＲを、それもＰＲの一つだろうと思いま

す。そういうものが１つ。 
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 それと、そういう中小企業にしても、ワサ

モンの施策、それにプロフェッショナルの人

材育成、こういうものがあること自体を中小

企業の方々御存じない方が多うございますか

ら、わかりやすくしていただくと、皆さんが

手を挙げてそういうものに頼ってくる、そう

することが企業発展につながるんじゃないか

と思いますので、よろしく要望でお願いいた

します。 

 以上です。 

 

○田代国広委員長 要望ですか。 

 

○松村秀逸委員 はい。 

 

○田代国広委員長 なければ、これで質疑を

終了します。 

 ただいまから、本委員会に付託されました

議案第１号から第３号まで、第７号及び第50

号について、一括して採決をしたいと思いま

すが、御異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○田代国広委員長 御異議なしと認め、一括

して採決いたします。 

 議案第１号外４件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○田代国広委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号外４件は、原案のとおり

可決することに決定いたしました。 

 次に、請第５号について、執行部から状況

の説明をお願いします。 

 

○村井エネルギー政策課長 エネルギー政策

課でございます。 

 この請願の趣旨は、川内原発２号機の再稼

働に当たって、危険の及ぶ範囲である250キ

ロメートル圏内の本県において、公開による

住民説明会を開催するよう、九州電力に申し

入れることを求めるというものです。 

 同じ請願者から、６月に、知事に対し、九

州電力に同様の申し入れをするよう要望を受

けた際には、県としては、九電に一層の情報

提供を行うよう求めていくが、その方法につ

いては、県民ニーズやこれまでの説明状況を

踏まえ、九電がみずからの責任で判断すべき

事柄であり、説明会開催を具体的に求めるこ

とは考えていないと回答しております。 

 また、県としましては、原発の稼働につい

ては、国において万全の対策をとるべきもの

であり、県民及び自治体の理解を得る取り組

みについても、国が責任を持って対応するこ

とが必要と考えております。 

 このため、昨年９月には、関係市町と共同

で、本年８月には、全国知事会として、国に

対し、その旨の要望を行っております。 

 なお、九州電力では、原発への理解を求め

る取り組みとして、区長会など各種団体を個

別に訪問しての説明、あるいは川内原発への

見学会などを実施している状況でございま

す。 

 以上です。 

 

○田代国広委員長 ただいまの説明に関し

て、質疑はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○田代国広委員長 なければ、これで質疑を

終了します。 

 次に、採決に入ります。 

 請第５号については、いかがいたしましょ

うか。 

  （「採択」「不採択」と呼ぶ者あり） 

○田代国広委員長 採択と不採択、両方の意

見がありますので、採択についてお諮りしま

す。 

 請第５号を採択することに賛成の委員の挙

手を求めます。 

  (賛成者挙手) 

○田代国広委員長 挙手尐数と認めます。よ

って、請第５号は不採択とすることに決定い
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たしました。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○田代国広委員長 それでは、そのように取

り計らいます。 

 しばらく休憩します。午後１時から再開し

ます。 

  午後０時０分休憩 

――――――――――――― 

  午後１時１分開議 

○田代国広委員長 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、その他に入ります。 

 議事次第に記載のとおり、執行部から報告

の申し出が12件あっております。 

 まず、報告について執行部の説明を求めた

後、一括して質疑を受けたいと思います。 

 なお、事前に資料を配付させていただいて

おりますので、５番、６番、８番、９番、12

番については、執行部からの説明を省略させ

ていただきます。 

 それでは、担当課長から資料に従い報告を

お願いします。 

 

○奥薗商工政策課長 商工政策課でございま

す。 

 各部局からの報告に先立ちまして、全庁的

な課題でございます阿蘇山噴火による風評被

害の対策及び地方創生の総合戦略について御

報告をいたします。 

 まず、阿蘇山のほうでございますけれど

も、Ａ４の縦１枚紙の資料を用意しておりま

す。総務・経済環境常任委員会報告資料と書

いてございます。よろしゅうございますでし

ょうか。 

 ９月14日に発生いたしました阿蘇中岳の噴

火に伴い、宿泊キャンセル等が発生をしてお

ります。阿蘇市で一時的に3,000人程度、他

地域でも一部キャンセルの動きが見られてお

りました。さらに、心配しておりましたシル

バーウイーク期間中においては、キャンセル

後に予約が入りまして、ほぼ満席の状態であ

ったとの報告を受けておるところでございま

す。 

 ただ、今後、秋の行楽シーズンを迎えるに

当たりまして、影響が懸念される中、去る９

月24日には、阿蘇市議会、市観光協会から、

今回の阿蘇中岳の噴火に伴う風評被害の拡大

防止対策について、県に対しまして要望書が

提出されており、週明けには、阿蘇市町村

会、議長会からの要望をなされる予定と聞い

ているところでございます。 

 本県といたしましては、観光面を中心に、

風評被害対策及び経営支援等につきまして、

全庁を挙げまして早急に取り組みを始めてい

るところでございます。 

 まず、２、(1)風評被害の拡大を防ぐため

の広報活動についてでございます。 

 既に、主にホームページ等を活用しなが

ら、国内外に向けて、阿蘇における規制等の

正確な情報発信を行っております。また、シ

ルバーウイークに向けまして、阿蘇観光の最

大のマーケットであります福岡地域におきま

して、ラジオＣＭを実施したところでござい

ます。 

 さらに、テレビ番組や西鉄電車内での情報

発信など、さまざまな媒体を活用しながら、

風評被害対策のための広報を行ってまいりま

す。 

 裏面にまいりまして、(2)観光キャンペー

ンといたしまして、阿蘇郡市の観光協会等と

連携いたしました誘客のための取り組みや、

福岡エリアを初め、関西、中国、首都圏に向

けたプロモーション活動の実施を予定してお

ります。 

 さらに、国の交付金を活用いたしまして、
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(3)でございますけれども、プレミアムつき

旅行券の追加発行を行い誘客を図るととも

に、阿蘇地域での消費拡大に努めてまいりま

す。 

 次に、(4)でございます。 

 阿蘇地域の物産振興といたしまして、お歳

暮向けの企画商品の一つといたしまして、阿

蘇地域の特産品セットの割引販売、くまモン

スクエアにおけるＰＲパネルの設置などに取

り組んでまいります。 

 あわせまして、３の経営支援といたしまし

て、阿蘇地域には既に設置しておりました相

談窓口を県内全ての商工会、商工会議所に拡

充設置したほか、災害に伴う県税の減免措置

等に関する相談窓口につきましても設置して

おります。 

 今後とも、阿蘇管内の市町村を初め、関係

機関と連携しながら、商工観光労働部を初め

全庁を挙げまして、風評被害対策等にしっか

りと取り組んでまいります。 

 以上でございます。 

 続きまして、熊本県人口ビジョン(案)及び

熊本県まち・ひと・しごと創生総合戦略につ

きまして御説明をいたします。 

 資料につきましては、このクリップどめの

分厚いやつでございますけれども、厚うござ

いますので、説明につきましては、１枚目と

２枚目にＡ３のカラーの資料がございます。

それで要点のみ御説明をさせていただきま

す。よろしいでしょうか。 

 まず、１枚開きますと、熊本県人口ビジョ

ンでございます。 

 熊本県の2014年の人口は、179万4,000人で

ございます。1998年を境に減尐傾向にござい

ます。 

 それから、右側の下の表をごらんくださ

い。 

 グラフがございます。このまま何もしない

ということになりますと、緑の線のように、

2060年には117万6,000人にまで落ち込んでし

まうという予測がなされております。これ

を、青い線ですね、2060年レベルで144万

4,000人、それ以降大体140万弱で安定をさせ

るという今シナリオを描いているところでご

ざいます。 

 この青色のシナリオを達成するためには、

中段にございます将来展望の仮定ということ

で書いておりますけれども、合計特殊出生率

を2040年に2.1にするとともに、社会減、現

在超過しておりますけれども、出ていくのを

今後2020年以降にゼロにするということで、

この青い線が達成できるということになりま

す。 

 この青い線を達成するためにいろんな施策

を打つということになりますけれども、次の

２ページをお願いいたします。 

 これが、まち・ひと・しごと創生総合戦略

素案の概要になります。戦略期間は31年まで

の５カ年になります。左端に基本計画という

のを４つ掲げられております。読んでみま

す。 

 １番「熊本の発展を支える産業と、魅力あ

る雇用を創出する」２「熊本への人の流れを

創るとともに、人材の流出を抑制する」３

「県民の結婚・出産・子育ての希望を実現す

る」４「県民が誇りを持ち安心して暮らし続

ける地域を創る」という４つの目標を掲げて

おります。 

 この目標を達成するために、具体的な取り

組み、方向性、実現に向けた施策ということ

で、右側にまとめておるところでございま

す。 

 まず、赤いところでございますけれども、

「活力と雇用を創る」という目標を掲げてお

ります。 

 この多くは、商工観光労働部の所管になる

かと思っておるところでございます。ちょっ

とイのところで、新たなビジネスの創出であ

るとか、地域に根ざす企業の振興、さらに戦

略的企業誘致の推進、地域資源を活用した交
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流の拡大、産業ニーズに応じた人材の育成・

確保というような項目が並んでおるところで

ございます。 

 また、一番初めのアのところで、これは農

林水産業でございますけれども、その中で

も、例えば加工食品の技術であるとか６次化

だと、商工観光労働部の役割も非常に大きい

というふうに理解をしているところでござい

ます。 

 次に、オレンジ色でございますけれども、

「世界の中で輝く」という方向性でございま

す。 

 この中で、観光を基軸にした仕事づくりと

いう項目が掲げられております。2019年には

国際スポーツ大会の開催も決まっておりま

す。一過性ではなく、長いなりわいとして続

けていける観光産業の振興を目指してまいり

たいと思っているところでございます。 

 これまで、先生方との意見交換の中で、い

ろんな意見をいただきました。本県の基幹産

業である農林水産業にしっかりと取り組むべ

きであるとか、また、人口減尐に対応した省

力化や人材確保が重要である、あるいは、先

ほどもございましたけれども、観光客を引き

つける物産館の整備を進めていくべきである

というような御意見をいただいておるところ

でございます。こうした取り組みにつきまし

ても、各関係部局や各種団体との連携を図り

ながら、引き続き努力をしてまいりたいと思

っておるところでございます。 

 次に、右端でございますけれども、緑色

「安心・希望を実現する」では、誰もが働き

やすい労働環境の整備を進めていくほか、環

境生活部の分野では、安心して暮らせる社会

づくり、女性の社会参画の加速化などの施策

を進めてまいります。 

 最後に、青い色でございますけれども、

「未来の礎を築く」では、次世代につなぐ地

域づくりの中で、環境生活部と一部は企業局

の取り組みも含まれておりますけれども、熊

本の宝でございます地下水や阿蘇の草原を初

めとした自然環境の保全、再生、あるいは災

害に負けないまちづくりなどの取り組みを進

めてまいります。 

 このビジョン及び戦略は、９月県議会の議

論等を踏まえまして、10月末までには決定す

る予定でございます。これを受けまして、本

格的な取り組みを開始することになります。 

 先ほど、午前中に９月補正の予算を説明さ

せていただきましたけれども、国が26年度に

用意いたしました交付金のうち、地方創生先

行型の上乗せ交付金を財源としております。

商工観光労働部では、約２億円を計上してい

るところでございます。来年度以降の取り組

みの先駆けといたしまして、まずは第１陣の

取り組みをしっかりと実のあるものにしてま

いりたいと思っておるところでございます。 

 以上、簡単でございましたけれども、３部

局を代表いたしまして、説明させていただき

ました。よろしく御審議をお願いいたしま

す。 

 

○藤本水俣病審査課長 水俣病審査課です。 

 恐れ入ります。経済環境常任委員会報告事

項、下のほうに環境生活部と書いております

冊子をお願いいたします。報告事項、下のほ

うに環境生活部と書いてある冊子でございま

す。よろしいでしょうか。 

 １ページをお願いいたします。 

 水俣病対策の状況につきまして、前回７月

１日の当委員会で御報告した後の状況につい

て御説明させていただきます。 

 １の水俣病対策の主な経緯についてです

が、７月３日、水俣病認定申請棄却処分に係

る行政不服審査請求事件１件につきまして、

国の不服審査会から、県の棄却処分は相当と

の裁決が公表されました。また、７月７日で

すが、第38回臨水審、これは６月27日に開催

した分でございますけれども、この審査分に

ついて、環境省が10件の棄却処分を公表いた
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しました。翌７月８日には、７月３日の裁決

公表等を受けて、知事が臨時記者会見を行

い、最高裁判決を踏まえた環境省と国の不服

審査会の考え方が整合のとれたものとなった

として、県の認定審査会を再開することを発

表いたしました。そして、７月12日ですが、

県の認定審査会を約２年４カ月ぶりに開催

し、20件の審査を行いました。 

 なお、審査結果についてですが、括弧書き

になりますが、９月４日付で17件を棄却処分

といたしました。また、米印になりますけれ

ども、処分保留しておりました13件について

も、あわせて棄却処分としております。 

 最後に、９月１日ですけれども、特措法判

定結果に係る集計につきまして、当委員会で

御報告させていただいております。 

 次に、２の認定業務の状況ですが、(1)の

認定申請の状況は、９月４日現在で1,173件

となっております。また、(3)の認定審査の

状況につきましては、直近では、先ほど御説

明いたしましたとおり、７月12日に認定審査

会を開催し、９月４日に処分を行っておりま

す。 

 次に、３の水俣病に関する裁判の状況につ

いてですが、前回の委員会で御報告した内容

と大きく変わっておりませんので、説明は省

略させていただきます。 

 水俣病審査課は以上でございます。 

 

○佐藤環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 引き続きまして、委員会報告事項５ページ

をお願いします。 

 第５次熊本県環境基本計画の策定について

御報告します。 

 まず、１の経緯及び策定の必要性ですが、

本県では、平成２年10月に制定しました熊本

県環境基本条例に基づきまして、環境基本指

針及び環境基本計画を策定しております。 

 現在は、第３次環境基本指針及び第４次環

境基本計画により諸施策を進めているところ

でございますが、現行計画の期間が今年度で

終了いたしますので、今年度中に第５次熊本

県環境基本計画を策定するものです。 

 ２の策定の主なポイントでございますが、

現行計画策定後に生じた動きや課題を十分し

んしゃくし対応した内容とする予定です。 

 具体的には、表に書いておりますとおり、

(1)の関係法令や国の動向に伴うものとし

て、国の電源構成や温室効果ガス削減目標の

決定に伴いまして、県の温室効果ガス削減目

標を設定します。 

 そのほか、関係法の改正に伴い、災害廃棄

物処理の項目追加や有害鳥獣に係る管理施

策、アスベスト対策などを強化します。 

 次に、(2)の新たに発生した課題に伴うも

のとしまして、地球温暖化の緩和策のみでは

避けられない気候変動への対応として、地球

温暖化適応策の項目を追加します。また、Ｐ

Ｍ2.5など大気に係る課題への対応として、

大気環境の監視や注意喚起を強化します。 

 最後に、(3)の新たな県の動きに伴うもの

として、この４月から、熊本県地下水と土を

育む農業推進条例が施行されたことに伴いま

して、農業を通じた地下水保全策を強化しま

す。また、水銀フリーに係る取り組み、エコ

アくまもとなどを活用した環境教育の取り組

みを新たな項目として追加します。 

 以上が新計画における策定の主なポイント

でございます。 

 次に、３の目標設定ですが、現行計画に係

る数値目標の達成状況や現行計画策定後の関

係法令、国、県の動向等を踏まえ、第５次環

境基本計画における進捗状況の指標として効

果的な数値目標を設定してまいります。 

 最後に、４の今後のスケジュール案です。 

 11月に、環境審議会での審議を経て、12月

定例会の当委員会に改めて素案の形で報告を

させていただきたいと考えております。12月

から１月にかけては、パブリックコメントを
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実施し、その後、本計画が議決案件でござい

ますので、２月定例会に御提案させていただ

く予定でございます。 

 本日は、策定趣旨のみの報告ですが、よろ

しくお願いいたします。 

 以上でございます。 

 

○川越環境保全課長 資料は、尐しページが

飛びまして、19ページをお願いいたします。 

 平成27年度九州新幹線鉄道に関する騒音調

査結果が判明いたしましたので、御報告いた

します。 

 ４月から６月にかけまして、県と沿線の関

係市で23地点の新幹線騒音調査を実施し、こ

れまで基準超過していなかった新たな２地点

を含めまして、10地点で環境基準を超過して

おります。 

 このため、鉄道建設・運輸施設設備支援機

構及び九州旅客鉄道――鉄道・運輸機構とＪ

Ｒ九州ということでございますが、に対しま

して、去る９月28日に騒音対策等を要請して

まいったところです。再調査なり原因究明等

の検討をしたいということでございました。 

 ２の調査結果の一覧表の右側に環境基準超

過地点の地点名を記載しております。下線を

引いた地点が、今回新たに超過した２地点に

なります。 

 ３の県の対応でございますが、新たな２地

点はもちろんのこと、以前から基準超過して

いる地点につきましては、防音壁のかさ上げ

や吸音盤の設置など音源対策はとられている

ものの、現在の技術では環境基準達成が困難

であるとして、個別に二重サッシ等の防音工

事等が完了しておりますが、環境基準の達成

に向けて、引き続き対策を講じるよう、重ね

て要請しております。 

 今後も、定期的に新幹線鉄道騒音を測定

し、環境基準未達成の地点の対応を、鉄道・

運輸機構、ＪＲ九州に要請していくこととし

ております。 

 次のページには、参考といたしまして、27

年度の数値データを載せております。 

 その次の21ページ、22ページには、調査地

点を示した概略図を記載しております。 

 なお、この27年度の新幹線騒音の結果につ

きましては、本日の委員会終了後に公表させ

ていただく予定としております。 

 環境保全課は以上でございます。よろしく

お願いします。 

 

○寺野企業立地課長 企業立地課でございま

す。 

 委員会報告事項、下に商工観光労働部と書

いてるある縦長の資料をごらんください。 

 １ページの地方創生に向けた企業誘致の取

り組みについて御説明いたします。 

 まず、国の取り組みでございますが、地方

創生の取り組みとしまして、国におきまして

は、地方における就業機会の拡大等を目的

に、首都圏などに集積している企業の本社機

能を地方へ移転させる施策が打ち出されてお

ります。内容は、地方へ本社機能の移転を行

う企業の雇用増や建物などの投資に対しまし

て、法人税の軽減等を行うものでございま

す。 

 制度のスキームは、一番下の事業スキーム

をごらんください。 

 まず、自治体が、本社機能を有する事務所

などを整備する事業に関する地域再生計画を

策定し、国の認定を受けます。この地域再生

計画に沿いまして、本社機能の移転などを行

う事業者からの申請を都道府県知事が認定し

た場合に税制優遇などの措置を適用するもの

でございます。 

 次に、２ページをお開きください。 

 中段でございます。本県の取り組みでござ

います。 

 国の地方創生の動きを踏まえまして、本県

の取り組みにつきまして御説明いたします。 

 まず、地域再生計画の策定ですが、今御説
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明しましたように、この計画につきまして、

現在国へ認定申請を行っておりまして、本年

11月末には認定される見込みでございます。

その後、本社機能の移転を行う事業者からの

申請に対して認定業務を開始する予定でござ

います。 

 次に、３ページの右上(2)の本社機能の移

転に係る補助制度の創設をごらんください。 

 国の制度は全国一律でございますので、本

県独自の取り組みとしまして、県外からの本

社機能移転を促進するためのインセンティブ

としての補助制度を創設します。投資額

3,000万円以上、新規雇用50人以上を要件と

しまして、投資や雇用などに対する一定割合

を補助金として交付するものでございます。

交付限度額は、１社当たり50億円で、全国で

もトップクラスの制度でございます。 

 次に、その下の(3)産業支援サービス業等

立地促進補助金の拡充をごらんください。 

 これは、コールセンターやＩＴ系企業など

を融資するための補助制度として現在もある

制度ですが、人口減尐市町村や過疎地域など

に立地する場合に限りまして、補助要件を緩

和し、尐しでも人口減尐地域などへの企業の

立地を促すものでございます。 

 以上、国の地方創生の動きと呼応しまし

て、本県においても、さらなる雇用機会の創

設や拡大、地域経済の活性化を目指すための

取り組みを実施してまいります。 

 企業立地課は以上です。よろしくお願い申

し上げます。 

 

○成尾くまもとブランド推進課長 くまもと

ブランド推進課でございます。 

 同じく、報告資料６ページをお開きくださ

い。 

 平成27年度の新規事業でありますくまもと

の酒消費拡大推進事業につきまして御報告を

させていただきます。 

 県では、県産酒の地産地消と認知度向上を

県政の基本方針でありますしあわせ実感４カ

年戦略に掲げ、これまで、県職員による愛飲

運動や球磨焼酎のブランド推進に取り組んで

まいりました。 

 今年度は、その４カ年戦略の総仕上げとい

たしまして、国の地方創生に係る補助金を活

用し、県が旗振り役となり、関係団体と連携

を図り、それぞれのポテンシャルを生かしな

がら、県産酒全体の消費拡大とお酒の業界の

活性化を目指すものでございます。 

 具体的には、資料中ほどの事業概要になり

ますが、県内蔵元や酒類販売事業者などとの

連携体制を構築するため、昨日知事にも出席

いただき、熊本県ＭＹ県産酒推進運動会議の

設立会議を開催したところでございます。 

 今後、これら関係者が連携を図りながら、

県内の料飲店に積極的に働きかけることで、

県産酒への知識を深め、私のお気に入りの県

産酒を見つけ、積極的にお客様などに勧めて

いく運動を起こしていこうと考えておりま

す。 

 具体的には、趣旨に賛同し協力していただ

ける料飲店の皆様を対象に、知る、見つける

ためのセミナーや試飲会の開催をいたしま

す。さらに、これら協賛店におきまして、お

客様に積極的に県産酒を勧める取り組みを行

っていただくとともに、推進会議といたしま

しても、県内消費者の方々へのＰＲや販売促

進のためのツール提供などについて支援をし

てまいります。 

 右側の目標・目的の欄になりますが、これ

らの連携した活動を通じまして、短期的に

は、本年度末までに協賛店における県産酒の

取り扱い銘柄を前年比で１割ふやすことを目

指しております。また、中長期的には、県民

運動といたしまして、県産酒愛飲の機運醸成

を図り、業界全体の活性化を目指していきた

いと考えております。 

 ブランド推進課からの報告は以上でござい

ます。御審議よろしくお願いいたします。 
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○田代国広委員長 以上で報告の説明が終了

しましたので、質疑を受けたいと思います。

質疑……（成尾くまもとブランド推進課長

「委員長、済みません。」と呼ぶ。）。 

 

○成尾くまもとブランド推進課長 申しわけ

ございません。 

 あわせまして、午前中西岡委員から御質問

がありました伝統工芸館の件で、済みませ

ん、御報告をさせてください。 

 午前中、西岡委員から、伝統工芸館の外国

人の来館者数についてのお尋ねがございまし

た。 

 施設のほうに確認いたしましたところ、一

昨年度、平成25年度は、年間で約1,000人程

度だったものが、昨年度は2,000人程度、本

年度は、上半期で1,300人程度の来場者があ

っているということです。ただ、具体的な統

計の裏づけということではなく、窓口職員が

見てとった１日当たりの来館者数からの試算

というふうなことではございますが、確実に

海外からのお客様がふえているということで

ございます。 

 なお、本年７月には、上海の小学校と中学

校の修学旅行生が来館をしているというよう

な報告も受けているところでございます。 

 以上、報告させていただきます。 

 

○西岡勝成委員 頑張ってください。 

 

○田代国広委員長 以上で報告の説明が終了

しましたので、質疑を受けたいと思います。

質疑はありませんか。 

 

○西岡勝成委員 坂田先生も地元でいらっし

ゃいますけれども、クルーズ船の寄港です

ね。地方創生に関して。 

 私はすごいと思うんですね。今年10隻か、

来年が30……(坂田孝志委員「近くという予

定ですな」と呼ぶ)そういう伸び方はすごい

と思うんですけれども、港は長崎にもある

し、福岡にもあるし、鹿児島にもあるんだけ

れども、何で熊本にこうやって急激にふえて

いる背景と、寄港された人の動き、買い物の

仕方、そういうものはきちっと分析されてい

るのかなと。その２点、まず。 

 

○寺野企業立地課長 企業立地課でございま

す。 

 ことし、八代に10入っています。１月１日

も予定で、ことしは、中国、台湾から11を予

定して、来年も40近くのオファーがあってお

ります。まだ幾つと決まった状態じゃござい

ませんけれども、大体ツアーのお値段が１泊

１万円前後でございまして、４泊５日で４万

5,000円ぐらいです、船料金としまして。す

ると、そんな遠くまで行けないと。今まで、

クルーズ船専用岸壁を持っている長崎、福岡

に来てたんですけれども、そこに受け切らな

い状況もあるしと。熊本の観光地を知らない

ということで、急激にこっちがふえている状

況がございます。 

 

○満原観光課長 観光課でございます。 

 クルーズ船のお客様の行き先といいます

か、行動形態と申しますと、最近、先ほど出

ましたように、中国と台湾が非常に多いわけ

ですけれども、中国と台湾で尐し変わってお

ります。 

 中国の場合は、主に日用品のいわゆる爆買

いという中でのお客様が多うございまして、

ツアーを仕切るランド社、手配社のほうが大

量に買える店を用意しまして、そこに送り込

むという、いわゆる囲い込んでいるような状

況がございます。台湾のほうは、状況が観光

のほうに尐し向いてまして、一部阿蘇とか球

磨のほうにも行っているというふうに聞いて

おります。 
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○西岡勝成委員 ということは、阿蘇とか熊

本にお見えになる方はそんなにいらっしゃら

なくて、要するにスーパーとか大きなストア

で買い物をするという感じですか。 

 

○満原観光課長 例えば、16万トンぐらいの

大型の船になりますと、4,000人以上参られ

ます。そうしますと、バスで約100台ぐらい

になります。100台を一度に同じところに回

すことはできませんので、幾つかのグループ

に分けまして、その中で、いわゆる量販店で

買い物させるところ、それから食事をさせる

場所に行くところ、それから一部熊本城とか

水前寺公園等に部分的に行くということでご

ざいます。全員がなかなか難しいので──た

だ、見てますと、中国におきましては、やは

り買うこと、日用品を買うことが中心になっ

ているというふうに見えます。 

 

○西岡勝成委員 寄港時間というのが、もう

時間が決められておりますから、何時間ぐら

いあるんですか。 

 

○寺野企業立地課長 大体朝６時ぐらいから

８時に入ってきまして、夕方６時か７時、日

没までに出ていきます。その時間でございま

すので、10時間から12時間でございます。 

 

○西岡勝成委員 それで、できれば、八代に

寄港したお客さんを天草あたりに小さなクル

ーズ船あたりでやれるような体制づくりも、

天草もいろいろありますし、時間的にできれ

ばそういうことも考えたりしますし、また、

寄港地がそんなにないなら、天草に九電のバ

ースがあるんですね、石炭を積みおろすとこ

ろの。あそこあたりを活用させていただく

と、これは人の会社の話ですからあれです

が、深さもありますし、ただ、寄港して──

石炭も毎日持ってくるわけじゃないですか

ら、そういうこともちょっと考えるんですけ

れども、やっぱり交流人口をふやすというこ

とは、地域を活性化させる大きなチャンスで

すので、そういうこともちょっと何か工夫と

いいますか、いろいろアプローチをしてもら

って、研究してもらって、できるだけ８時間

か10時間ぐらいの時間帯を県内の観光地を有

意義に回す。 

 ただ、爆買いというのは、どこでもあるよ

うなものを買ってしまうわけですから、熊本

に実質金が落ちるわけじゃないので、先ほど

の伝統工芸館にしてもそうですけれども、も

うちょっと根づいた買い物をしてもらうよう

な体制づくりとかアイデアを出していただい

て、これはもうすごい機会だと思うんです

ね。5,000人も6,000人も一遍に１つの船で来

るわけですから、そういう活用の仕方をもう

ちょっと工面をしていただきたいと思いま

す。 

 

○満原観光課長 今西岡委員がおっしゃった

とおり、私ども、単なる爆買いで終わらせて

しまうと、熊本県のほうの利益になりません

ので、何とかしたいということを考えており

ます。 

 天草におきましても、イルカウオッチング

を初めいろんな観光素材がございますので、

今、そういったいわゆる観光素材を売り込む

という形と、それから地元の業者の方々と連

携するという形をとろうとしております。 

 既に、いわゆる福岡における旅行会社、手

配社ですね。ランドオペレーター社のほうに

は、働きかけを今も行っておりますが、これ

からもどんどん行って、熊本県のよさという

のをアピールして、その旅行のルートに組み

込んでもらうように働きかけてまいりたいと

思っております。 

 

○寺野企業立地課長 補足ですけれども、こ

とし８月末に、市町村の観光物産担当者、あ

るいは売り場の方々に集まっていただきまし
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て、尐しずつクルーズ船の動向が見えてきま

したので、その情報を共有して素早く流し

て、おっしゃったような旅行の造成だった

り、物産を売り込む提案ができるような体制

をとっていこうということで連絡会をとりま

して、喫緊に情報をやっていこうというよう

な器もつくったところでございます。 

 

○西岡勝成委員 大きなチャンスですから、

活用してください。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○鎌田聡委員 新幹線の騒音調査の結果とい

うことで出されておりまして、また新たに地

域、地点がふえたということでありますけれ

ども、それと、これまでの地点でも、いろい

ろな改善策をとってもオーバーしているとい

う状況、これは要因は何なんですか。新たに

ふえたというのは、やっぱり時間の経過とと

もに騒音がひどくなったということになるん

ですかね。 

 

○川越環境保全課長 今年度調査で新たに２

地点ということでございます。資料の20ペー

ジのほうを見ていただきますと、20ページに

今年度調査の結果の数字を書いてございま

す。 

 この中の左側の地点番号を見ていただきま

すと、15番、16番という２地点が超えており

ます。上りと下りで調査されておりまして、

これの騒音の環境基準が70、これに対して71

という数値が出たという結果でございます。 

 原因につきましては、まだ現時点では非常

にわかりにくいと、原因究明に向けて検討し

たいということでございましたので、23年に

全線開通しまして、それだけの時間がたった

というものもあるかもしれないし、例えば、

音源対策の一つといたしまして、レールの削

正といいまして、レールを削るとか、あと車

輪の添削、車輪自体、要は摩擦を尐なくする

というような手当てなんかも大体音源対策の

一つとしてはあるんですけれども、その辺の

検討も含めながら、原因究明をしていきたい

ということでございました。 

 

○鎌田聡委員 新たな場所もあるし、これま

での場所でも、またさらに超過をしていると

いうことで、これまでの場所は、特に防音壁

のかさ上げとか住宅の防音対策とかやってあ

ると思いますけれども、それだけではだめだ

から、それ以上の方法をやらなんということ

ですよね、新たにふえているところは。 

 

○川越環境保全課長 新たな地点につきまし

ては、現場のほうを確認しておりますが、例

えば、防音壁のかさ上げでありますとか、防

音装置だとか、吸音盤だとか、その辺がどこ

までついているのかという部分もございます

ので、その辺の確認からということになるか

と思います。 

 

○鎌田聡委員 前回の超過地点は、もう改善

されているものというふうに思っていました

ので、尐しまた前回のところも超過している

ということは対策が不十分であったというこ

とにもつながりますから、そこはやっぱり鉄

道・運輸機構にしっかりと再調査と対策の徹

底、ここに記載してある対策では不十分だか

ら、それ以上のことを多分やらんといかぬと

いうことになってくると思いますので、しっ

かりとその辺は鉄道・運輸機構に対して言っ

ていただくようによろしくお願いしたいと思

います。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○松村秀逸委員 くまもとの酒消費拡大推進

事業についてお尋ねします。 

 蔵元というのは、大体何社ぐらい熊本にあ
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るんでしょうか。 

 

○成尾くまもとブランド推進課長 日本酒で

は10社、それから、球磨焼酎につきましては

28の蔵元がございます。そのほかにも天草に

焼酎をつくっている蔵元などもございます。

あと、ワインにつきましては、熊本ワイン１

社、あと、ビールは、御存じのようにサント

リーの工場がございます。 

 

○松村秀逸委員 ありがとうございます。 

 私も、この県産酒をやはり全国にＰＲする

というのは非常に大事なことだろうと思うん

です。特に、県外から来られた方々に、やは

りこの地元の地産地消という形で、非常にお

いしいお酒もあるし、焼酎もあるし、ただ、

県外に行ったとき、残念ながら、ほとんど熊

本のお酒、焼酎が余りないんですね。 

 特にワインなんか、これは、熊本ワインは

すばらしい、全国でもワイン通の方は知って

おられるかと思うんですけれども、逆に熊本

の方が余り知らない方も多いというレベルで

すから、ぜひ、こういう地元の酒、焼酎、ワ

インを、やはり全国から来られた観光客向け

にぜひＰＲしていただきたい。 

 ただ、蔵元の方々も、中には量産をもうそ

んなにしたくないという方もおられるみたい

なものですから、お聞きすると本当においし

い酒がもったいないなと。だけど、そこまで

広く量産したくないという方がおられるとい

うことをお聞きしておりますので、そこら

辺、逆に経営者の方に、せっかくのすばらし

い商品を全国に出せるように、企業経営者の

方にも皆さん方からお話を勧めていただけれ

ばと思います。 

 以上でございます。 

 

○田代国広委員長 要望ですか。 

 

○松村秀逸委員 はい、要望です。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○西岡勝成委員 何回も済みません。 

 地方創生に関しては、やっぱりもちろん交

流人口をふやすことと、あとは地域産業を興

すことなんですけれども、１つお礼も含めて

申し上げたいんですけれども、この前、天草

大王を香港に輸出する話で、随分最初手間が

かかりました。２カ月も３カ月も、いろいろ

保健所を通じて、国通じて、県通じてかかっ

たんですけれども、おかげさまで、きのうか

らかな、きょうからか、輸出が可能になりま

した。園田代議士あたりも一生懸命頑張って

いただいて、２カ月ぐらいかかるところが、

もう１カ月足らずで可能になったんですけれ

ども、そういうふうに、やはり物を、国内市

場が縮小する中で、やっぱり戦略的には海外

に向かないと、この製造業はなかなか対応で

きないと思うので、ぜひ。 

 私は、非常にいい例をつくっていただいた

と思うんです。これはもう業者の方の努力も

もちろんあるわけでございますけれども、県

なり国なりのバックアップがあって、こうや

って形ができて、また、香港線が、飛行機も

飛ぶようになるということでの期待もある

し、シンガポール、アジアに向けて、いろい

ろこういう物をつくるときから、やはり海外

戦略を考えてものづくりをしていかないと─

─信頼はあると思うんですね。観光客の方々

が、実際に日本に訪れられて、食べたり、見

たり、さわったりして、日本の製品のすばら

しさを感じていかれると、また母国に帰って

もそういうものが欲しいという気持ちが湧い

てくるわけですから、ぜひ、そういう外人観

光客の動向も踏まえながら、熊本のいいも

の、特にフードバレーもありますし、いろい

ろな構想の中で、熊本の産品をつくろうとい

う動きがあるわけですから、アジア戦略をひ

とつ大きな糧にして地域経済が発展するよう
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に、これはもう要望でいいんですけれども、

一つの成功例が皆さん方の御努力でこうやっ

てできましたので、報告しながら要望いたし

ておきたいと思います。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 じゃあ、私のほうから１つ２つお願いしま

す。 

 今度の地方創生の中で、本社機能の移転と

いうのがよく言われているんですけれども、

簡単にはいかないと思いますが、熊本県あた

りにも上場企業あたりの本社機能の移転の可

能性と、同時に、これは企業立地課でやるの

か、それとも他の部課と連携しながらやるわ

けでしょうか。 

 それから、もう１点は、この案にはありま

せんけれども、ブランド課長が来ておられま

すから。くまモンですけれども、くまモンが

誕生して丸３年過ぎたんですかね……(「や

がて６年に」と呼ぶ者あり）ということは、

そろそろ賞味切れを心配するんですけれど

も、そういった全盛当時と現状はどういった

状況なのか。 

 以上２点についてお尋ねしておきたいと思

います。 

 

○寺野企業立地課長 前段の御質問につい

て。 

 本社機能ですけれども、５年間で100件以

上を目標にやっていこうかと思っております

けれども、非常に現実は厳しいと思っており

ます。国が言っているのは、本社機能の一部

でもいいと。本社機能というのは、製造業と

営業所のどの機能でもいいんですけれども、

例えば50億という金額を積ませていただいて

いますけれども、これをもってくる場合だっ

たら、自分で500億円以上のビルを建てて、

1,000人以上ぐらいの規模がありますので、

非常に大きな夢を描いているんですけれど

も、現実は非常に厳しいと。 

 これまでの誘致の事例で申し上げますと、

旅のコールセンターをされるＪＴＢさん、東

京からこっちに来られたんですけれども、こ

っちで本社登記をしていただきました。ほか

数件が県外から来られて熊本に本社を登記し

ていただいたと。これまでの事例が10件もご

ざいませんので、非常に高い目標ですけれど

も、この機会を捉えて、要件あたりもいろい

ろつくらせていただきまして、１社でも多く

やっていきたいと思っております。 

 この事務については、企業立地課が中心に

なって、今まで、製造業、サービス業、コー

ルセンターを中心にやってきましたけれど

も、小売の本社もありますし、病院の本社も

あります。これは、風営法以外の本社全て対

象になっていますので、我々企業立地課が総

合窓口となって声かけて、必要な関係課にこ

ういうのが来ますのでどうでしょうかという

連絡をとりながら、立地課が中心となって進

めたいと思っております。 

 

○田代国広委員長 地方に本社が移転する場

合に、壁というかネックですよね。例えば、

税制も優遇されるから本社が地方に来るとか

あるみたいなんですけれども、よりもっと政

策的に政府主導で本社が地方に移転しやすい

ような環境、そういったメリットについて、

何か特別こういったことをしてもらえたらい

いなというのはありませんか。 

 

○寺野企業立地課長 繰り返しになりますけ

れども、政府のほうでは、法人税７％を４％

減免したり、あるいは債務保証をかけるよう

な仕組みを全国一律ということで、国は、こ

の５年間で7,500社を首都圏等から日本全国

へというふうに思っています。しかし、やは

り全国一律の施策しか打てませんので、今回

は独自の施策を打たせていただいて、国と我

々の補助金と、我々がやってきたこのノウハ

ウと実績を積んで主体的にやっていきたい、
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そういう思いで誘致を進めてまいりたいと思

っております。 

 

○成尾くまもとブランド推進課長 ありがと

うございます。くまもとブランド推進課でご

ざいます。 

 くまモンにつきましては、誕生してからや

がてもう５年半が過ぎようかとしておりま

す。おかげさまで、本当に国内外を問わず、

海外でも今まだくまモンの人気は広がってい

るというふうな状況でございますので、この

くまモンの情報発信力を活用しまして、熊本

県の認知度をまだまだどんどん高めていくこ

とができると思いますし、そういうふうにし

なければいけないと思います。 

 そのような中、恋人はでけんとかとか、あ

るいは家族はどがんかとか、子供はとか、い

ろんな皆様からさまざまな御意見をいただい

ておりますので、そういった御意見にも傾聴

しながら、私ども、一時のブームに終わらせ

ることなく、長くこのキャラクターを使って

熊本をアピールしていただけるように、いろ

いろと今後も知恵を絞ってまいりたいという

ふうに考えているところでございます。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○松村秀逸委員 プレミアム商品券がありま

したけれども、その効果の状況、どういう状

況、それを教えていただければ。 

 

○満原観光課長 本年度当初からプレミアム

つき旅行券を発行いたしました。非常に売り

上げとしましては、すぐ最初の分は５月の中

で完売した形になっております。それから、

順次、今インターネットを使ったやり方と

か、それから店頭での販売等でやっておりま

す。順次やっておりますが、売り上げは好調

というふうに聞いておりますし、まだ正確な

情報等は上がっておりませんが、順調に推移

しているというふうに思っております。 

 

○松村秀逸委員 ありがとうございました。 

 

○田代国広委員長 なければ、以上で本日の

議題は終了いたしました。  

 それでは、これをもちまして、第４回経済

常任委員会を閉会します。 

 お疲れさまでした。 

  午後１時48分閉会 
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